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平成22年７月29日 

各位    
 
  上場会社名 株式会社シニアコミュニケーション 

  代表者名 代表取締役   林 剛之介 

   （コード番号 2463 東証マザーズ） 

  問合せ先 財務統括部部長 笹谷 美子 

  電話番号 03（5414）6870（代表） 

 
 

（訂正） 「平成18年３月期 決算短信」の一部訂正について 

 

平成22年６月４日付「外部調査委員会による調査報告書のご報告について」で開示いたしましたとおり、

過去の決算における一部の会計処理の修正を要する事象が判明したことを受け、平成18年３月期決算短信に

つきまして、売上高の修正等必要と認められる訂正を行いましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 なお、訂正箇所が多岐にわたっており正誤表による形式ではわかりづらくなることから、訂正後と訂正前

の全文をそれぞれ添付し、訂正箇所には下線を付して表示しております。 
 

記 

訂正をおこなう決算短信の概要 

 決算期：平成18年３月期 (平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

 公表日：平成18年５月19日 

以 上 

＜訂正後＞ 

平成18年３月期      決算短信（連結） 
平成22年７月29日 

上場会社名  株式会社シニアコミュニケーション  上 場 取 引 所 東証マザーズ 

コード番号  ２４６３  本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.senior-com.co.jp/ ） 

代 表 者 役職名 代 表 取 締 役 社 長  氏名 林 剛之介 

問合せ先責任者 役職名 財務統括部 部長  氏名 笹谷 美子   ＴＥＬ （03）5414-6870 

決算取締役会開催日 平成18年５月19日    

米国会計基準採用の有無 無     

１．18年３月期の業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

(1) 連結経営成績                                （百万円未満切捨） 
 売  上  高 営 業 損 失 経 常 損 失 

 

18年３月期 

17年３月期 

百万円 

804 

386 

％ 

（107.9） 

（―） 

百万円 

113 

157 

％ 

（△28.0） 

（―） 

百万円 

127 

164 

％ 

（△22.4） 

（―） 

 

 当期純損失 
１株当たり 

当期純損失 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純損失率 

総  資  本 
経常損失率 

売  上  高 

経常損失率 

 

18年３月期 

17年３月期 

百万円 

316 

189 

％ 

（66.8） 

（―） 

円 

22,083 

15,481 

銭 

76 

08 

円 

― 

― 

銭 

― 

― 

％ 

62.4 

42.6 

％ 

13.6 

21.8 

 ％ 

15.8 

42.5 
 
(注) 1. 持分法投資損益 18年３月期 △12百万円 17年３月期 △1百万円  
 2. 期中平均株式数 18年３月期  14,312株 17年３月期  12,238株  
3. 会計処理の方法の変更   有  
4. 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年増減率。 
5. 17 年３月期は初めての財務情報の開示となるため、対前年増減率の記載は省略しております。 
6. 17年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権を発行しておりますが、当社株

式は H17年３月期連結会計期末時点において、非上場のため期中平均株価の把握ができませんので記載して

おりません。また、18年 3月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在す
るものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。  
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(2)連結財政状態                                     （百万円未満切捨） 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 

18年３月期 

17年３月期 

百万円 
1,122 
752 

百万円 
568 
444 

％ 
50.6 
59.1 

円 銭 
37,912 44 
31,741 08  

(注)期末発行済株式数(連結) 18年３月期 14,986株 17年３月期 14,006株 
 
(3) 連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 

18年３月期 

17年３月期 

百万円 
      △122 

△182  

百万円 
△358    
△98 

百万円 
624  
480 

百万円 
608   
465 

 
(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

  連結子会社数 2社   持分法適用非連結子会社数 －社   持分法適用関連会社数 １社 
 
(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

  連結 （新規）－社 （除外）－社          持分法 （新規）－社 （除外）－社 
 
２．19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 
中間期 

百万円 
             715 

百万円 
    120 

百万円 
    68 

通 期 1,535 325 185 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   4,129円50銭 
 
※ 上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後のさ

まざまな不確定要因によって異なる結果となる可能性があることをご承知おきください。 

 

 

 

１．企業集団の状況 

当社グループは、当社、連結子会社２社（株式会社アンチエイジングオーソリティ（注1）、株式会社マチュア（注

2）及び関連会社１社（株式会社翔年社(注3)）の計４社で構成されております。 

当社グループは、「シニア（注4）がいきいきと暮らせる社会の実現に貢献する」との経営理念の下、顧客企業の

シニアマーケットを対象としたビジネスをトータルにサポートするシニアビジネスサポート事業を展開しておりま

す。同事業は、顧客企業のシニア向けビジネスを調査、戦略立案から実行、検証に至るまで一環してサポートする

企業サポート業務ならびに、顧客企業との協業や当社グループ自らがシニア向け製商品・サービスの提供を行うコ

ンシューマー業務から構成されております。 
 
（注1） 株式会社アンチエイジングオーソリティは、アンチエイジング（抗加齢）に関する事業展開を目的として平

成16年7月に設立しておりますが、決算短信提出日現在において具体的な事業活動の開始には至っておりま

せん。 

（注2） 株式会社マチュアは平成18年4月1日付をもって、当社を存続会社として当社が吸収合併したため決算短信提

出日現在においては、消滅しております。 

（注3）株式会社翔年社は、平成18年3月30日付第三者割当増資により、資本金が増加したため、当社の持分比率が低

下いたしました。その結果、決算短信提出日現在においては当社の持分法適用会社からは除外されており

ます。 

（注4）当社では50歳以上の人をシニアと定義しております。 

 

２．経営方針 

（1）会社の経営の基本方針 

当社グループの経営方針は以下の通りであります。 

For Client: シニアの生の声をしっかりと捉え、シニアマーケットへの展開を企図する企業へのトータルソリ

ューションを提供いたします 
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For Senior: シニアが真に必要とする商品・サービス・情報を、当社および顧客企業の事業支援により提供い

たします 

これまで、わが国において高齢者は「社会的弱者」として、保護すべき存在として位置づけられました。し

かし超高齢化社会を迎えるわが国では、シニアの社会的位置づけが大きく変化しております。実際のシニア層

は、熟練した技能や豊かなビジネス経験を持つ人々が多いほか、昨今では高等教育の経験者も増えつつあり、

｢知的生産者｣としての一面を持っております。また時間的、経済的ゆとりがあるため、社会への貢献意欲が高

いことも特徴として挙げられており、従来の姿とのギャップが生じております。 

また超高齢化社会を迎えるにあたって、企業側もシニアを「消費者」として積極的に捉えはじめております。

しかし、これまで意識されなかったマーケットであるため、事業展開のノウハウに乏しい企業も多数存在して

おります。 

このため、シニアの生の声を的確に捉え、それにあった商品・サービスを世に送り出せるような仕組みを提

供することで、来るべき「シニア社会」の羅針盤となるべく、事業活動を推進してまいります。 

 

（2）会社の利益配分に関する方針 

当社は設立以来、経営基盤の強化を図る目的から配当は実施しておりません。今後につきましては、株主に

対する利益還元を経営の重要課題のひとつとして位置付けております。従って配当政策につきましては、企業

体質強化のための内部留保の充実を図るとともに各期の経営成績、財政状況及び配当性向等を総合的に勘案し

て配当を実施していきたいと考えております。 

 

（3）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

投資単位の引き下げにつきましては、当社株式の流動性を向上させるための有効な手法であると認識してお

ります。今後は、株価の推移、当社の業績動向、株式分割等による投資単位の引き下げに伴う事務管理コスト

の増加等を総合的に勘案し、対処してまいります。なお、平成 18年３月31日を分割基準日とし、平成18年

４月１日付で１株につき３株の割合をもって分割いたしました。 

 

（4）中長期的な会社の経営戦略 

① 当社は『顧客企業の満足度を徹底的に上げる』ために、シニア向け調査・コンサルティングの更なるシス

テム化を行い、効率性を向上させると共に、既存自社メディアに加えて、「地上波ＴＶ」「ＢＳＴＶ」及び

「他社シニア向けメディア」との連携による更なるメディアミックスの強化を行います。 

② 『シニア向けインターネットビジネスでＮＯ.１』を目指すために、以下の活動を実施する予定でありま

す。 

・ シニアに人気の高いＷＥＢサイトとの連携や投資を積極的に行うことにより、コンテンツ力を強化い

たします。なお、既に食分野においては「ぐるなび（証券コード：2440）」と提携し、「ぐるなびシ
ニア」を平成 18年 2月から開設しており、また旅行分野においては、「一休（証券コード：2450）」
などとの提携が進んでおります。 

・ 新たにシニア向けＥＣ事業を立ち上げます。 

③ 『新たなシニア向け商品の共同開発』を積極的に行うために、以下の活動を実施する予定であります。 

・ 企業からの依頼を待つ「プル型」だけでなく、当社側で積極的にシニアに売れる商品を検討し、提案

する「プッシュ型」へ体制を移行し、より売上規模の大きな共同商品開発を展開します。 

・ 現在シニア向けコンテンツが一般的に不足している状況である為、コンテンツ提供を求める企業に対

し、当社で既に制作したシニア向けコンテンツを販売するとともに、新たな制作も積極的に行ってま

いります。 

④ 『更なるチャネルの拡大による売上増加』を図るために、以下の活動を実施する予定であります。 

・ 株式会社テレウェイヴを始めとした中小企業をネットワークする企業との提携により、中小企業に向  

  けた新たなシニアマーケティングメニューを開発いたします。 

・ 韓国最大のＰＲ会社の内一つである、KPR &Associates, Inc.と共同で、平成 18年 4月に設立した合
弁会社（シニアパートナーズ株式会社）の展開により、韓国でのシニアビジネスサポート事業を行っ
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てまいります。 
⑤ 『投資事業を積極展開』し、成長にレバレッジをかけてまいります。具体的には、当社との事業シナジー

があり、またシニアのニーズなどから、将来の成長が見込まれるシニアビジネス展開企業への直接投資を

行うとともに、「プライベートエクイティファンド」の組成等により、大型案件へも関与していき、シニ

アビジネスの主役として新たな活動を展開してまいります。 

 

（5）会社の対処すべき課題 

① 顧客企業の拡大 

 現在のところ、シニアマーケットを対象に「調査、戦略立案、実行、検証に至るまでトータルでサポート

できる」形態のビジネスを展開している企業は少ないと認識しております。しかし、今後において競合企業

の出現により競争が激化する可能性は否定できません。そこで、当社及び当社グループが提供しているサー

ビスの認知度の向上を図り、新規顧客への積極的な提案・営業を実施することで、顧客企業の拡大を目指す

方針であります。また、顧客層についても、従来よりの主な顧客である大手企業のみならず、シニアマーケ

ットに関する関心は高いが、その取組みが遅れていると思われる、中堅・中小企業に対しても、積極的に拡

大させてまいります。 

② メディア機能の強化 

 設立以来、シニアに対して双方向でコミュニケーションがとれるコミュニティサイト「STAGE」等の自社メ

ディアを有してきましたが、自社メディアにおけるコミュニティ機能の更なる強化と利便性の向上、各分野

における有力企業との業務提携によるコンテンツの充実、ラジオ、テレビ等他社メディアも含めたメディア

間連携の強化等により、シニアの満足向上とその消費生活に関する綿密なデータ蓄積をより進め、顧客企業

に対する問題解決能力を更に拡大させるとともに、シニアへの情報発信能力を活かした販売支援サービスを

拡充させてまいります。 

 

③ コンサルティング業務の効率化 

収益率向上のためには、コンサルティング業務のより一層の効率化が必要となります。そこで、シニアビ

ジネスのノウハウのデータベース化、システム化を進めていくことにより、コンサルティング業務の効率化

を推進してまいります。 

④ コンシューマー業務の拡大 

設立以来、企業サポート業務を多数実施する過程で、当社はシニアが好むヒット商品を選別できるノウハ

ウを獲得してきたと認識しております。そこで、収入の大幅な増大を目指し、大きな収入が期待できるシニ

ア向け商品については、商品を製造する企業等と提携して、売上マージンまたはプロフィットシェア型の商

品企画・販売（事業開発）等を行っております。今後は、このようなコンシューマー業務に更に重点的に経

営資源を配分することで、大幅な成長を目指す方針であります。 

⑤ 新たな収益モデルの構築 

当社は、新たな収益モデルの構築を予定しております。具体的には、提携先企業と共同でシニアにニーズ

の高い分野においての合弁会社の設立や、ＭＢＯ（マネージメントバイアウト）による新規事業展開に参加

するほか、シニアビジネスを展開する有望な企業に対しての直接投資を行う等、投資業務についても展開し

てまいります。将来的には投資経験の豊富なパートナーとともにシニアビジネスに対する「投資ファンド」

の設立も視野に入れ、管理報酬、配当、キャピタルゲイン等の新たな収入源を確保していく方針であります。

当該事業においては、投資前には当社がこれまで蓄積したシニアマーケットに関するノウハウが投資可否の

判断に役立ち、早い段階でシニアビジネスを展開する有望な企業からの情報が入手できることから投資条件

が有利になるとともに、投資後は当社が保有するクライアントネットワークや会員組織を有効活用し、当社

が積極的にコンサルティングサポートを行うことで、投資先企業の成長に資するものと考えているため、早

期実現に努めてまいります。 

⑥ 海外市場への進出 

当社は日本市場のみならず、日本と同様、高齢化の進展が予想される他国についても、ビジネス展開を企

図しております。日本より 7～10年遅れて急速に高齢化が進展している韓国は特に有望な市場であり、当社
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がこれまでに蓄積してきたノウハウを発展させ、日本市場と連動する形でビジネスを拡大させることも可能

であると思われます。そのため、平成18年4月に設立した上述の合弁会社（シニアパートナーズ株式会社）

の展開により、その市場開拓を行ってまいります。 

 

 (6) 親会社等に関する事項 

該当事項はありません。 
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３．経営成績及び財政状態 

 

(１)  経営成績 
当社は、「シニアがいきいきと暮らせる社会の実現に貢献する」との経営理念の下、日本初のシニアマーケットに

関する専門機関として平成12年5月17日に設立し、現在に至るまで、着実に運営体制を整え営業活動を進めて参

りました。 

現時点で成人人口の半数、2025年には全人口の半数が50歳以上になるなど、シニア世代を中心とした社会が形

成されつつあり、消費全体に占めるシニアの役割も非常に大きなものとなっています。多くの企業や自治体は新し

くシニア関連部署を設置し、具体的プロジェクトを推進するなど、急速に拡大しつつある同市場攻略の動きが活発

化しております。 

このような中で当社は、企業サポート業務においては、シニア向け新規事業の立ち上げ、シニア向け新商品・サ

ービスの開発、シニア向け販促ツール等のクリエイティブ制作、シニアを対象とした会員組織の運営、会報誌制作、

会員サイトの制作・運営等の業務において順調に受注するとともに、コミュニティサイト「STAGE」においてブロ
グ機能や SNS(ソーシャルネットワーキングサービス)機能等を付加することにより、コンテンツとコミュニティの
活性化を図るとともに、株式会社文化放送にて放送される AMラジオ番組「大人の遊び場」の企画等を行うに至り
ました。また、コンシューマー業務においても、アンチエイジングレストランの展開、2005年版芋焼酎「なゝこ」
の販売、シニア向け旅行ガイドブック「おとな旅」シリーズ（3カ国分）の出版、英会話本「シニアの旅行英会話」
の出版、フランス産ワイン「黒ワインNoir」の販売、シニア夫婦の純愛をテーマとした映画「想文~おもひぶみ~」
の販売促進サポート、シニア夫婦像をテーマとしベストセラーとなった「きみに読む物語」の販売促進サポート等

に取り組むとともに、株式会社テレウェイブとの業務提携による中小企業向けビジネスサポート分野への進出や、

株式会社ぐるなび、株式会社一休など有力企業との業務提携によるコンテンツ提供機能を強化するに至りました。 
以上の結果、当期の売上高は 804,564千円(前期比 107.9％増)、経常損失は 127,430千円(前期比 22.4％減)、当期
純損失は 316,064千円(前期比 66.8％増)となりました。 
 

 

(２)  キャッシュ・フローの状況 
当連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、営業活動により資金を122,918千円

使用し、投資活動においても358,370千円使用し、財務活動においては624,320千円の獲得の結果、当連結会計期間

末には608,236千円となりました。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純損失231,680千円となりましたが、売上債権の減少額

15,787千円等により122,918千円(前期比32.7％減)の使用となりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の取得による支出230,000千円等により358,370千円(前期比

265.0％増)の使用となりました。 

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入れによる収入 400,000千円と公募増資による新株発行による収

入424,320千円等により624,320千円(前期比30.0％増)となりました。 
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なお、連結キャッシュ・フロー指標の推移については、以下のとおりであります。 

 第６期 

平成17年３月 

第５期 

平成18年３月 

自己資本比率（％） 59.1 50.6 

時価ベースの自己資本比率（％） － 1,791.01 

債務償還年数（年） － － 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － － 

 自己資本比率：自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」

を使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払ってい

る全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の「利

息の支払額」を使用しております。 

※ 平成17年12月９日付をもって東証マザーズへ上場いたしましたので、平成17年３月の時価ベースの

自己資本比率は記載しておりません。 

※ 平成17年３月期及び平成18年３月期のインタレスト・カバレッジ・レシオについては、営業キャッ

シュ・フローがマイナスのため記載しておりません。 

※ 平成17年３月期及び平成18年３月期の債務償還年数については、営業キャッシュ・フローがマイナ

スのため記載しておりません。 
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（３）通期の見通し 

平成18年3月期においては当初予想を上回る売上高を計上いたしましたが、平成19年3月期においても、引き続き、

多くの企業や自治体によるシニアマーケット攻略の動きが活発になると予想されます。そのような中で企業サポー

ト業務においては、当社グループが提供しているサービスの更なる認知度向上に努め、新規顧客への積極的な提案・

営業を実施すること、当社メディア機能の強化等により新たな商品開発を行うこと、従来からの主な顧客である大

手企業のみならず中堅・中小企業に対しても取引を開始することにより、更なる受注獲得を進めてまいります。 

またコンシューマー業務においても、「金融」、「住まい」、「食」、「エンタテイメント」等「単価×数量×マージン

率」の合計が高い分野において、有力企業との提携等による共同商品開発を行い、売上拡大を積極的に進めてまい

ります。 

以上のことから通期の連結業績見通しは、売上高1,535百万円（前期比190.9％）、経常利益325百万円（前期は経

常損失127百万円）、当期純利益185百万円（前期は純損失316百万円）を見込んでおります。また、通期の単体業績

見通しは、売上高1,535百万円(前期比193.3％)、経常利益325百万円(前期は経常損失127百万円)、当期純利益185百

万円(前期は純損失306百万円)を見込んでおります。 

 

（４）事業等のリスク 

以下においては、当社グループの事業展開上、決算短信提出日現在でリスク要因となる可能性があると考えられ

る事項に加えて、当社としては必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項についても、投資判断の上で重要と

考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。 

なお、当社グループはこれらのリスクの発生の可能性を認識した上で、発生の回避、あるいは発生した場合の適

切な対応に努める所存でありますが、当社株式に関する投資判断は、本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討し

た上で行われる必要があります。 

 

① 当社グループの事業内容について  

 (イ) 個人情報の流出可能性および流出した際の影響について 

当社は、顧客企業のシニアマーケット攻略のためのコンサルティング・プロモーションサポート等を行うために、

50歳以上の方を会員組織化した「MASTER」に対する定量・定性調査を行っており、平成18年3月末現在約１万人

の会員の個人情報を保有しております。また、コミュニティサイトの運営、ＷＥＢ上での商品販売活動（購入申込

みの受付け）によっても利用者の個人情報を取得する場合があります。これらの個人情報は、当社の管理下にある

データベースにて保管しており、平成 17年４月に施行された「個人情報の保護に関する法律」が定める個人情報

取扱事業者としての義務が課せられております。当該義務への対応として、個人情報に関する管理方針を明確にし

た上で、ネットワークの運用や電子メールの利用に関してのマニュアル化、データベースにアクセスする際のパス

ワード管理、ネットワークの技術的強化等の対策を施し、個人情報保護の強化に努めております。しかし、万一、

外部からの不正アクセスや社内管理体制の瑕疵等による情報の外部流出が発生した場合、当社に対する損害賠償請

求や社会的信用の失墜により、当社事業及び業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

 

(ロ) システム障害について 

当社では、シニアに関する“情報収集だけではなく、情報発信や交流も出来る参加型サイト”をコンセプトとし

たコミュニティサイト「STAGE」を提供しております。本サイトは、「MASTER」会員の登録やメールマガジン「STAGE 

style NEWS LETTER」購読の登録にも利用しており当社の事業上重要な役割を果たしておりますが、インターネッ

トを利用しているため、自然災害、事故および外部からの不正手段によるコンピュータへの侵入等により、通信ネ

ットワークの切断、サーバ等ネットワーク機器の作動不能等の事態が生じた場合、当社事業及び業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

 

② 競合について 

現在のところ、シニアマーケットを対象に「調査、戦略立案、実行、検証に至るまでトータルでサポートできる」

形態のビジネスを展開している企業は少なく、当社としてはさらにノウハウを蓄積し事業の拡大を図る所存ですが、

今後において競合企業の出現は否定できません。今後、競争の激化により受注が減少した場合には、当社事業及び

業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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③ 当社の事業体制について 

(イ) 小規模組織であること 

当社は平成18年３月31日現在、取締役5名、従業員37名と組織が小さく、内部管理体制も当該組織規模に応

じたものとなっております。今後は業務拡大に伴い、業務執行体制の人員増強と内部管理体制の強化・充実を図っ

ていく予定であります。しかしながら、当社の事業の拡大に伴う、優秀な人材の確保・育成が適切に行えず、十分

な人的・組織的対応ができない場合、または現在在職している人材が大量に流出した場合、当社事業及び今後の業

務推進に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(ロ) 特定の人物への依存について 

当社代表取締役会長兼CEO山崎伸治は、当社設立以来の最高経営責任者であり、シニアマーケットの専門家とし

ての知名度も高いことから、経営方針や経営戦略の決定やシニアマーケティングの体系化等、当社の事業活動上、

重要な役割を果たしております。 

当社は、特定の個人に依存しない組織的な経営体制を目指し、人材育成の強化と経営のリスクの軽減を図ってお

りますが、現時点において、同氏が何らかの理由により当社の経営者としての業務を遂行できなくなった場合には、

当社の業績及び今後の経営に重大な影響を与える可能性があります。 

 

④ 今後の事業展開について 

(イ) コンシューマー業務（売上マージン型またはプロフィットシェア型ビジネス）の拡大について 

現在、当社の事業においては、顧客企業に対して実施したサービスの対価としての報酬が主たる収益であります。

今後は、当社の経営資源を顧客企業のシニアビジネスの売上・利益に直結する分野に積極的に投入することで、調

査・戦略立案から商品開発、販売に至るビジネスプロセス全般に関与し、当該ビジネスからクライアントが得た売

上高または利益の一部をシェアする売上マージン型またはプロフィットシェア型ビジネスの拡大を図ってまいりま

す。 

しかしながら、売上マージン型またはプロフィットシェア型ビジネスでは、当社が関与した事業の業績等の影響

により、計画通りの売上高または利益が得られない可能性があること、ならびに本業務の事業歴が浅く、期間業績

比較を行うために十分な期間の財務数値が得られないことから、当社が想定する収入の見通しに重大な相違が生じ

る可能性があります。 
    

（参考） 

売上高の推移                                   （単位：千円） 

回次 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 

企業サポート業務 233,249 338,566 323,666 322,857 594,688 

コンシューマー業務 0 15,341 22,149 64,062 209,876 

合計 233,249 353,907 345,815 386,919 804,564 

（注）第2期から第4期については当社単体の数値を記載しております。第5期及び第６期については 

連結財務諸表を作成しているため、連結の数値を記載しております。 

(ロ) シニアビジネスへの直接投資について 

当社はこれまで培ってきたノウハウやネットワーク等を活かし、自ら事業展開するためのノウハウの蓄積、及び

既存事業とのシナジーを図る目的で、高い収益性が見込まれるシニアビジネスへの直接投資を行っております。直

近では、平成 18年 2月にはマンツーマン英会話スクールを運営する株式会社ＧＡＢＡに2.0％の直接投資を行い

ました。今後、当社が直接投資を行った企業の事業が円滑に運営され、高い顧客満足度が得られれば、当社の業績

に貢献する可能性があります。しかしながら、これらの出資先企業の業務が何らかの事情により支障をきたした場

合や、投資により損失を被った場合には、当社の経営に影響を与える可能性があります。 

 

(ハ) シニアビジネスに特化したプライベート・エクイティファンドの運営について 
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自ら事業展開するためのノウハウの蓄積、及び既存事業とのシナジーを図る目的で行う前項の直接投資に加え、

同様の目的であるものの当社の資金的制約から実施できない大型案件に対しても投資する、シニアビジネスに特化

したプライベート・エクイティファンドの運営を行う予定です。当社の収益は、ファンドの運営に係る管理報酬、

成功報酬及び当社が当該ファンドに一部出資を行う場合にはキャピタルゲインを得ることができますが、現状では

予測し得ない事態が発生する可能性は否定できず、そのような事態が発生した場合、当社の業績に影響を与える可

能性があります。 

  

（ニ）海外市場への進出について 

当社は日本市場のみならず、今後急速な高齢化の進展が見込まれる韓国等海外市場に対しても、ビジネス展開を

行って参ります。平成 18年 4月には、韓国最大のＰＲ会社の一つである、KPR & Associates, Inc.と韓国におけ
るシニアマーケット専門のビジネスサポート会社を設立いたしました。 
海外市場進出にあたっては、上述のように、当該進出国企業と提携し、共同事業展開することにより、リスク軽

減を図る所存ですが、進出国における政治・経済・社会的リスクならびに提携先企業との関係の悪化等、現状では

予測し得ない事態が発生する可能性は否定できず、そのような事態が発生した場合、当社の業績に影響を与える可

能性があります。 

 

⑤ ストックオプションについて 

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該ストックオプションは、商法第280条ノ20及び商法

第280条ノ21の規定に基づき、当社取締役及び従業員等に対して新株予約権を付与したものであります。 

これらの新株予約権の目的たる株式の数は、平成18年３月31日現在で合計3,470株となり、発行済株式14,986

株の 23.15％を占めております。また、今後も優秀な人材を確保するために、同様のインセンティブプランを継続

して実施していくことを検討しており、これらの新株予約権の行使が行なわれた場合には、当社の１株当たりの株

式価値は希薄化し、当社株価に影響を与える可能性があります。 
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４．連結財務諸表等 

（１）連結貸借対照表 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

増減 
区分 

注
記 
番
号 金額(千円) 

構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産         

 １ 現金及び預金   465,205   608,236   

 ２ 受取手形及び売掛金   102,995   87,208   

 ３ たな卸資産   2,424   6,840   

 ４ 繰延税金資産   －   299   

 ５ その他   4,399   7,335   

   流動資産合計   575,025 76.4  709,920 63.3 134,895 

Ⅱ 固定資産         

 １ 有形固定資産         

  (1) 建物及び構築物  49,432   49,581    

    減価償却累計額 
    及び減損損失累 
    計額 

 2,115 47,317  8,589 40,991  
 

  (2) 車両運搬具  －   269    

    減価償却累計額  － －  36 232   

(3) 工具器具備品  18,298   28,527    

    減価償却累計額 
    及び減損損失累 
    計額 

 8,014 10,283  19,832 8,694  
 

   有形固定資産合計   57,600 7.6  49,919 4.5 △7,681 

 ２ 無形固定資産         

  (1) ソフトウェア   7,018   195   

  (2) その他   155   162   

   無形固定資産合計   7,174 1.0  357 0.0 △6,816 

 ３ 投資その他の資産         

  (1) 投資有価証券 ※1  87,121   268,595   

  (2) その他   25,617   93,268   

   投資その他の資産合計   112,738 15.0  361,863 32.2 249,125 

   固定資産合計   177,513 23.6  412,141 36.7 234,627 

   資産合計   752,538 100.0  1,122,061 100.0 369,522 
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前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

増減 
 
区分 

注
記 
番
号 金額(千円) 

構成比 
(％) 

金額（千円） 
構成比 
(％) 

金額(千円) 

(負債の部)         

Ⅰ 流動負債         

 １ 支払手形及び買掛金   13,286   32,319   

 ２ 短期借入金   200,000   400,000   

 ３ 未払法人税等   26,644   69,338   

 ４ 仮受金   －   12,598   

 ５ その他   33,982   39,648   

   流動負債合計   273,913 36.4  553,905 49.4 279,992 

   負債合計   273,913 36.4  553,905 49.4 279,992 

         

(少数株主持分)         

少数株主持分   34,060 4.5  － － △34,060 

         

(資本の部)         

Ⅰ 資本金 ※2  421,283 56.0  604,543 53.9 183,260 

Ⅱ 資本剰余金   394,282 52.4  637,077 56.8 242,795 

Ⅲ 利益剰余金   △371,000 △49.3  △673,465 △60.0 △302,465 

   資本合計   444,565 59.1  568,155 50.6 123,590 

   負債、少数株主持分
及び資本合計 

  752,538 100.0  1,122,061 100.0 369,523 
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（２）連結損益計算書 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

増減 
区分 

注
記 
番
号 金額(千円) 

百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円） 

Ⅰ 売上高   386,919 100.0  804,564 100.0 417,645 

Ⅱ 売上原価   249,910 64.6  585,513 72.8 335,602 

   売上総利益   137,009 35.4  219,051 27.2 82,042 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  294,465 76.1  332,372 41.3 37,907 

   営業損失   157,456 △40.7  113,320 △14.1 44,135 

Ⅳ 営業外収益         

１ 受取利息  15   3    

２ 受取配当金  4   4    

３ 雑収入  757 776 0.2 2,011 2,018 0.3 1,241 

Ⅴ 営業外費用         

１ 支払利息  1,777   2,181    

２ 持分法による投資損失  1,463   12,136    

３ 創立費   825   －    

４ 新株発行費  2,387   1,734    

５ その他  1,122 7,576 2.0 74 16,128 2.0 8,551 

経常損失   164,255 △42.5  127,430 △15.8 36,825 

Ⅵ 特別利益         

 １ 還付消費税等  5,901 5,901 1.5 － － － △5,901 

Ⅶ 特別損失           

 １ 投資有価証券評価損  －   49,990    

 ２ 減損損失 ※2 －   36,469    

 ３ 不正会計処理損失  12,866 12,866 3.3 17,790 104,250 13.0 91,384 

税金等調整前当期
純損失 

  171,220 △44.3  231,680 △28.8 △60,459 

法人税、住民税及び 
事業税 

 23,373   77,858    

法人税等調整額  － 23,373 6.0 △299 77,559 9.6 54,185 

少数株主損益   △5,139 △1.3  6,825 0.8 11,965 

当期純損失   189,454 △49.0  316,064 △39.3 △126,610 
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（３）連結剰余金計算書 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

増減 
区分 

注
記 
番
号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高   183,345  394,282 210,937 

Ⅱ 資本剰余金増加高       

 １ 増資による新株の発行  210,937 210,937 242,795 242,795 31,857 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   394,282  637,077 242,795 

       

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △181,546  △371,000 △189,454 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

 １ 持分法適用会社減少に 
伴う増加額 

 － － 13,600 13,600 13,600 

Ⅲ 利益剰余金減少高       

 １ 当期純損失  189,454 189,454 316,064 316,064 △126,610 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   △371,000  △673,465 △302,464 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

 
前連結会計年度 

 (自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

 (自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

増減 
区分 

注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前当期純損失(△)  △171,220 △231,680  

減価償却費  9,345 7,931  

減損損失  － 36,469  

連結調整勘定償却  － 4,273  

受取利息及び配当金  △19 △7  

支払利息  1,777 2,181  

新株発行費  2,387 1,734  

持分法による投資損失  1,463 12,136  

投資有価証券評価損  － 49,990  

売上債権の増減額(増加；△)  △31,865 15,787  

たな卸資産の増減額(増加；△)  2,711 △4,416  

その他の流動資産の増減額(増加；△)  2,163 △3,029  

仕入債務の増減額(減少；△)  △12,128 19,033  

未払消費税等の増加額  4,777 7,727  

その他の流動負債の増加額  6,775 705  

その他  3,158 △12,398  

小計  △180,673 △93,560 87,113 

利息及び配当金の受取額  19 7  

利息の支払額  △1,827 △2,088  

不法原因給付による資金の受入  － 12,598  

法人税等の支払額  △145 △39,876  

営業活動によるキャッシュ・フロー  △182,626 △122,918 59,707 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の払戻による収入  2,150 －  

有形固定資産の取得による支出  △53,236 △12,826  

無形固定資産の取得による支出  △210 △15,224  

連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得
による支出 

 － △45,158  

投資有価証券の取得による支出  △38,585 △230,000  

出資金の払込みによる支出  ― △10  

出資金の返還による収入  ― 100  

敷金保証金の差入れによる支出  △8,300 △55,251  

投資活動によるキャッシュ・フロー  △98,182 △358,370 △260,188 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入れによる収入  200,000 400,000  

短期借入金の返済による支出  △150,000 △200,000  

長期借入金の返済による支出  △28,520 －  

株式の発行による収入  419,487 424,320  

少数株主の払込による収入  39,200 －  

財務活動によるキャッシュ・フロー  480,167 624,320 144,152 
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前連結会計年度 

 (自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

 (自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

増減 
区分 

注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ― －  

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  199,358 143,031 △56,327 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  265,846 465,205  

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 465,205 608,236  
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。 

 ①連結子会社の数  ２社 

 ②連結子会社の名称 

  ㈱マチュア 

  ㈱アンチエイジングオーソリティ 

  なお、上記子会社２社は、当連結会

計年度に新たに設立したことにより、

連結子会社となりました。  

    

すべての子会社を連結しております。 

 ①連結子会社の数  ２社 

 ②連結子会社の名称 

  ㈱マチュア 

  ㈱アンチエイジングオーソリティ 

   

２ 持分法の適用に関する事

項 

持分法を適用した関連会社数 １社 

①関連会社の名称 

 ㈱翔年社 

 なお、㈱翔年社は当連結会計年度に

新たに設立したことにより、関連会

社となりました。 

  

持分法を適用した関連会社数 １社 

①関連会社の名称 

 ㈱翔年社 

 

３ 連結子会社の事業年度

等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

ａその他有価証券 

 時価のあるもの  

期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)を採用

しております。 

 時価のないもの 

   移動平均法による原価法を採

用しております。 

②たな卸資産 

 ａ製品、仕掛品 

移動平均法による原価法を採用

しております。 

  ｂ貯蔵品 

    最終仕入原価法を採用しており

ます。 

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

ａその他有価証券 

 時価のあるもの  

同左 

 

 

 

  

時価のないもの 

同左 

 

②たな卸資産 

 ａ商品、製品、仕掛品 

同左 

 

  ｂ貯蔵品 

      同左 

 （2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。ただ

し、建物（建物附属設備を除く）

については定額法を採用しており

ます。 

(少額減価償却資産) 

取得価額が10万円以上20万円未満

の資産については、３年均等償却

によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物     ３年～18年 

工具器具備品 ４年～10年 

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

①有形固定資産 

同左 

 

 

 

(少額減価償却資産) 

同左 

 

 

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物     ３年～18年 

車両運搬具     ３年 

工具器具備品 ４年～20年 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事

項 

②無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用しており

ます。 

③長期前払費用 

   定額法を採用しております。 

②無形固定資産 

同左 

 

 

 

③長期前払費用 

   同左 

 （3）重要な繰延資産の処理方法 

創立費 

支出時に全額費用として処理し

ております。 

新株発行費 

    支出時に全額費用として処理し

ております。 

（3）重要な繰延資産の処理方法 

創立費 

― 

 

新株発行費 

    同左 

 （4）重要な引当金の計上基準 

  貸倒引当金 

  売上債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。なお、当

期においては、引当金の計上はありま

せん。 

(5)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(6)収益及び費用の計上基準 

  完了日が証憑によって確認出来るも

のは完了基準、それ以外は入金基準を

適用しております。 

(7)その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

（4）重要な引当金の計上基準 

  貸倒引当金 

  同左 

 

 

 

 

 

 

(5)重要なリース取引の処理方法 

同左 

 

 

 

 

(6)収益及び費用の計上基準 

  同左 

 

 

(7)その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に

関する事項 

当連結会計期間において、連結調整勘

定は発生しておりません。 

同左 

 

７ 利益処分項目等の取扱

いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成しております。 

同左 

 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引出可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。 

同左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

― 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当連結会計期間より、「固定資産の減損に係る会計基準」

(｢固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書｣

(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資  

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員 

会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号)を 

適用しております。これにより営業損失、経常損失が 

10,771千円減少、税金等調整前当期純損失が25,698千 

円増加しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸

表規則に基づき、有形固定資産においては、該当各資産科

目に対する控除科目として減価償却累計額及び減損損失累

計額に合算して掲記し、無形固定資産においては当該各資

産科目の金額から直接控除しております。 

 

注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

   投資有価証券（株式）       12,136千円 

 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式14,006株であり

ます。 

※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

   投資有価証券（株式）         －千円 

 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式14,986株であり

ます。 

 

(連結損益計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の 

とおりであります。 

役員報酬         77,664千円 

給料手当         64,666千円 

支払手数料        48,191千円 

減価償却費         4,698千円 

※１  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の 

とおりであります。 

役員報酬         99,145千円 

給料手当         56,383千円 

支払手数料        62,409千円 

減価償却費         5,868千円 

    連結調整勘定償却          4,273千円 
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前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※２          ― ※２ 減損損失 

   当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 

東京都港区 

 

シニアビジネス
サポート事業お
よび本社機能 
 

建物及び構築物 
工具器具備品 
ソフトウェア 

    当社グループは、原則として、事業用資産につい

ては経営管理上の事業区分を基準としてグルーピン

グを行っております。  

   当連結会計年度において、業績が悪化したまま事業

環境の急速な回復が見込めないシニアビジネスサポ

ート事業および本社機能に係る資産グループの帳簿

価額を、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（36,469千円）として特別損失に計上しまし

た。その内訳は建物2,583千円、工具器具及び備品

10,112千円およびソフトウェア23,774千円でありま

す。  

   当該資産グループの回収可能価額は使用価値により

測定しております。なお、シニアビジネスサポート

事業および本社機能に係る資産グループの回収可能

価額は使用価値により測定しておりますが、将来キ

ャッシュ・フローがマイナスであるため、割引計算

は行っておりません 

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲載されている科目の金額との関係 
（平成17年３月31日現在） 

 現金及び預金勘定           465,205千円 

 現金及び現金同等物         465,205千円 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲載されている科目の金額との関係 
（平成18年３月31日現在） 

 現金及び預金勘定           608,236千円 

 現金及び現金同等物         608,236千円 

 

(リース取引関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース契約１件当たりのリース料総額が300万円を超え

るリース物件がないため記載を省略しております。 

同左 

 

(有価証券関係) 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

 

連結貸借対照表計上額(千円) 連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券                                     

非上場株式 74,985 268,595 
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(デリバティブ取引関係) 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)  

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)  

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

(退職給付関係) 

  当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)  

    該当事項はありません。 

 

(税効果会計関係) 

 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

未払事業税 2,858千円

たな卸資産 166千円

繰越欠損金 4,060千円

その他 282千円

繰延税金資産小計 7,368千円

評価性引当額 △7,368千円

 繰延税金資産合計 －
 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

未払事業税 5,797千円

たな卸資産 73千円

繰延税金資産小計 5,871千円

評価性引当額 △5,572千円

 繰延税金資産合計 299千円
 

 繰延税金資産は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれ

ております。 

 流動資産－繰延税金資産      299千円 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

税金等調整前当期純損失を計上しているため、注記を

省略しております。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

税金等調整前当期純損失を計上しているため、注記を

省略しております。 
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（セグメント情報） 

  事業の種類別セグメント情報 

   当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

    当連結グループは、シニアマーケットに関するコンサルティング業務、プロモーションサポート業務及び 

   事業開発業務からなるシニアビジネスサポート事業を展開しており、これ以外に事業の種類がないため該当 

   事項はありません。 

 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当連結グループは、シニアマーケットに関するコンサルティング業務、プロモーションサポート業務及び 

   事業開発業務からなるシニアビジネスサポート事業を展開しており、これ以外に事業の種類がないため該当 

   事項はありません。 

 

  所在地別セグメント情報 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

    本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

 海外売上高 

   当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

    海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 

（関連当事者との取引） 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

属性 
会社等の   
名称 

住所 
資本金  

（千円） 

事業の

内容又

は職業 

議決権等の

所有（被所

有）割合 
取引の内容 

取引金額     
（千円） 

科目 
期末残高   

（千円） 

取締役 山崎伸治 ─ ─ 
当社 
代表        

取締役 
12.7 

取締役 渡部正教 ─ ─ 
当社        

取締役 
12.7 

取締役 馬谷尚利 ─ ─ 
当社        

取締役 
7.7 

関与取締役か

らの不法原因

による資金の

受入れ 

12,598 仮受金 12,598 

 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)  

該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 31,741円08銭 37,912円44銭 

１株当たり当期純損失 15,481円08銭 22,083円76銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 

 

 

 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、新株予約

権を発行しておりますが、当社

株式は非上場のため期中平均株

価の把握ができませんので記載

しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式

は存在するものの１株当たり当

期純損失であるため記載してお

りません。 

株式の分割 当社は平成16年９月１日付で株

式１株につき４株の株式分割を

おこなっております。 

― 

   

(注)１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益   

当期純損失(千円) 189,454 316,064 

普通株主に帰属しない金額(千円)  ─ ─ 

普通株式に係る当期純損失(千円) 189,454 316,064 

普通株式の期中平均株式数(株) 12,238 14,312 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

新株予約権５種類（新株予約権

の数2,179個） 

新株予約権５種類（新株予約権

の数2,126個） 
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(重要な後発事象)  

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

― 

(子会社との簡易合併) 

（1）合併の目的 

株式会社マチュアはシニアマーケット向けクリエイテ

ィブ・プロモーション関連事業の展開を目的に設立され

ましたが、当社グループの事業基盤の更なる強化並びに

効率化を図るため、同社を吸収合併し、事業を承継する

こととしたものであります。 

（2）合併の日程 

合併契約書承認取締役会 

 株式会社当社                     平成18年2月6日 

株式会社マチュア         平成18年2月6日 

合併契約書調印            平成18年2月6日 

合併契約書承認株主総会 

 当社    商法第413条ノ３（簡易合併）により省略 

株式会社マチュア            平成18年2月21日 

合併期日               平成18年4月１日 

（3）合併方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社マチ

ュアは解散します。 

（4）その他 

当社出資比率100％の子会社との合併であり、新株式

の発行及び合併交付金の支払は行いません。 

― 

（株式分割） 

平成18年２月15日開催の取締役会において、平成18年４

月１日付をもって、次のとおり１株を３株に分割すること

を決議いたしました。 

(1) 分割の方法 平成18年３月31日現在の株主名簿に記載

された株主の所有株式を、１株につき３

株の割合で分割する。 

(2) 分割により増加する株式数    普通株式29,972株 

(3) 配当起算日  平成18年４月１日 

 なお、この株式分割が前期首に行なわれたと仮定した場

合の１株当たり情報については、それぞれ以下のとおりと

なります。 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 

10,580円36銭 

１株当たり当期純損失 

5,160円36銭 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、新

株予約権を発行しておりま

すが、当社株式は非上場の

ため期中平均株価の把握が

できませんので記載してお

りません。 

１株当たり純資産額 

12,637円48銭 

１株当たり当期純損失 

       7,361円25銭 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜

在株式は存在するものの１

株当たり当期純損失である

ため記載しておりません。 
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前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

― 

（韓国における合弁会社設立） 

当社は韓国最大のPR 会社の一つであるKPR & ssociates, 

Inc.（以下KPR）と韓国におけるシニアマーケット専門の

ビジネスサポート会社を設立することを決定いたしました。 

（1）設立の目的 

韓国においては、日本よりやや遅れて高齢化が進展して

きており、その高齢化のスピードは日本より急激であると

言われています。また、韓国企業においても、今後急激な

拡大が予想されるシニアの消費者に対する対策が進み始め

ております。そのような状況下、当社は日本におけるシニ

アマーケットの専門機関としてのノウハウを活用し、韓国

におけるシニアマーケットの活性化を図る目的で、同国で

の共同事業展開に関する交渉を進めていたKPR と本合弁会

社を設立することといたしました。 

（2）合弁会社の概要 

①商号 シニアパートナーズ株式会社(Senior Partners  

Inc.) 

②所在地 大韓民国ソウル特別市中区奨忠洞１街31-７ 

③資本金 1,000 百万ウォン（約120 百万円） 

④出資比率 KPR 51% 当社 34%  

成炳哲（代表取締役予定者） 7.5% 

廉箕薫（代表取締役予定者） 7.5% 

⑤役員構成 金漢卿（KPR 会長）、辛聖仁（KPR 代表取締

役社長）、山崎伸治（当社代表取締役会長）、

成炳哲、廉箕薫 

⑥事業内容 シニアマーケット専門のビジネスサポート

事業並びにそれに関連する一切の事業 

⑦合弁契約日 平成18 年3 月14 日 

⑧設立時期 平成18 年3 月下旬～4 月上旬（予定） 

⑨営業開始予定日 平成18 年6 月上旬（予定） 

⑩売上高見込 79 百万円（初年度） 

⑪従業員数 6 名（初年度） 

(3)KPR & Associates, Inc.の概要 

①本社所在地 大韓民国ソウル特別市中区奨忠洞１街

31-７ 

②代表者名 辛聖仁 

③資本金 100 百万ウォン（約12 百万円） 

④設立年月日 平成元年9 月8 日 

⑤事業内容 PR、広告、市場調査、出版等 

⑥従業員数 60 名 

⑦当社との関係 特にございません 
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５．生産、受注及び販売の状況 

 

（1）生産実績 

該当事項はありません。 

 
（2）受注実績 

当連結会計年度の受注実績については、単一セグメントのため業務区分別に記載しております。 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月1日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月1日 
至 平成18年3月31日） 

業務区分 

受注高 
(千円) 

受注高 
(千円) 

前年同期比(％) 

 企業サポート業務 322,857 594,688 184.2 

コンシューマー業務 64,062 209,876 327.6 

合計 386,919 804,564 207.9 

 

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

 
（3）販売実績 

販売実績については、単一セグメントのため業務区分別に記載しております。 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月1日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月1日 
至 平成18年3月31日） 業務区分 

販売高 
(千円) 

販売高 
(千円) 

前年同期比(％) 

 企業サポート業務 322,857 594,688 184.2 

コンシューマー業務 64,062 209,876 327.6 

合計 386,919 804,564 207.9 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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平成18年３月期        個別財務諸表の概要 

平成22年７月29日 

上場会社名  株式会社シニアコミュニケーション  上 場 取 引 所 東証マザーズ 

コード番号  ２４６３  本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.senior-com.co.jp/） 

代 表 者 役職名 代 表 取 締 役 社 長  氏名 林 剛之介    

問合せ先責任者 役職名 財務統括部 部長  氏名 笹谷 美子 ＴＥＬ （03）5414-6870 

決算取締役会開催日 平成18年５月19日 中間配当制度の有無 有  

中間配当支払開始日 平成―年―月―日 単元株制度採用の有無 無  
 
 

１．18年３月期の業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

(1) 経営成績                                  （百万円未満切捨） 
 売  上  高 営 業 損 失 経 常 損 失 

 

18年３月期 

17年３月期 

百万円 

794 

386 

％ 

（105.8） 

（―） 

百万円 

124 

148 

％ 

（△16.3） 

（―） 

百万円 

127 

152 

％ 

（△16.3） 

（―） 

 

 当期純損失 
１株当たり 

当期純損失 

潜在株式調整後１株

当たり当期純損失 

株 主 資 本 
当期純損失率 

総  資  本 
経常損失率 

売  上  高 

経常損失率 

 

18年３月期 

17年３月期 

百万円 

306 

182 

％ 

（67.9） 

（―） 

円 

21,426 

14,924 

銭 

38 

34 

円 

― 

― 

銭 

― 

― 

％ 

35.7 

55.1 

％ 

13.8 

26.3 

 ％ 

16.1 

39.5 
 
(注) 1. 期中平均株式数 18年３月期  14,312株 17年３月期  12,238株  

2. 会計処理の方法の変更   有 
3. 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年増減率 
4. 17 年３月は初めての財務情報の開示となるため、対前年増減率の記載は省略しております。 
5. 17年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権を発行しておりますが、当社株

式はH17年３月末時点において、非上場のため期中平均株価の把握ができませんので記載しておりません。 

また、18年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株

当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

(2) 配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中間 期末 

配当金総額 

（年間） 
配当性向 

株 主 資 本 

配 当 率 

 

18年３月期 

17年３月期 

円 銭 

0  00 

0  00 

円 銭 

 0  00 

  0  00 

円 銭 

 0  00 

  0  00 

百万円 

― 

― 

％ 

― 

― 

％ 

― 

― 

(3) 財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 

18年３月期 

17年３月期 

百万円 

1,129 

724 

百万円 

570 

451 

％ 

50.5 

62.3 

円 

38,087 

32,227 

銭 

39 

53 
 
(注) 1. 期末発行済株式数 18年３月期 14,986株 17年３月期 14,006株 
 2. 期末自己株式数  18年３月期 ―株 17年３月期 ―株 

 

２．19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 
１株当たり年間配当金 

 売 上 高 経常利益 当期純利益 
中 間 期 末  

 

中 間 期 

通 期 

百万円 

715 

1,535 

百万円 

120 

325 

百万円 

68 

185 

円 銭 

0 00 

―  ― 

円 銭 

― ― 

0 00 

円 銭 

― ― 

0  00 
 

 (参考) １株当たり予想当期純利益（通期）   4,129円50銭 

※ 上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後のさ

まざまな不確定要因によって異なる結果となる可能性があることをご承知おきください。 
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１．個別財務諸表等 

（１）貸借対照表 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

増減 
区分 

注
記 
番
号 金額(千円) 

構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円） 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産         

 １ 現金及び預金   395,830   532,822   

 ２ 受取手形   399   －   

３ 売掛金   101,756   86,347   

 ４ 商品   －   4,332   

 ５ 製品   1,288   1,848   

６ 仕掛品   1,111   －   

 ７ 貯蔵品   355   830   

 ８ 前払費用   4,256   6,960   

 ９ 未収入金   22   109   

 10 その他   858   88   

   流動資産合計   505,880 69.8  633,339 56.1 127,458 

Ⅱ 固定資産         

 １ 有形固定資産         

  (1) 建物  49,432   49,581    

    減価償却累計額 
    及び減損損失累 
    計額 

 2,115 47,317  8,589 40,991  
 

  (2) 車両運搬具  －   269    

    減価償却累計額  － －  36 232   

(3) 工具器具備品  16,555   25,361    

    減価償却累計額 
    及び減損損失累 
    計額 

 7,548 9,006  18,404 6,957  
 

   有形固定資産合計   56,324 7.8  48,181 4.3 △8,142 

 ２ 無形固定資産         

  (1) ソフトウェア   6,892   －   

  (2) 電話加入権   155   155   

   無形固定資産合計   7,048 1.0  155 0.0 △6,892 

 ３ 投資その他の資産         

  (1) 投資有価証券   74,985   268,595   

 (2) 関係会社株式   54,400   85,958   

  (3) 出資金   100   10   

  (4) 長期前払費用   259   173   

(5) 敷金保証金   25,257   80,488   

  (6) 保険積立金   －   12,577   

   投資その他の資産合計   155,002 21.4  447,802 39.6 292,800 

   固定資産合計   218,374 30.2  496,139 43.9 277,756 

   資産合計   724,255 100.0  1,129,478 100.0 405,223 
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前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 
増減 

 
区分 

注
記 
番
号 金額(千円) 

構成比 
(％) 

金額(千円） 
構成比 
(％) 

金額(千円） 

(負債の部)         

Ⅰ 流動負債         

 １ 買掛金   17,075   41,827   

 ２ 短期借入金   200,000   400,000   

 ３ 未払金   8,247   13,935   

 ４ 未払費用   10,951   7,714   

５ 未払法人税等   26,328   66,193   

 ６ 未払消費税等   8,010   13,323   

７ 前受金   －   40   

８ 預り金   2,263   3,068   

 ９ 仮受金   －   12,598   

   流動負債合計   272,876 37.7  558,701 49.5 285,824 

   負債合計   272,876 37.7  558,701 49.5 285,824 

(資本の部)         

Ⅰ 資本金 ※1  421,283 58.2  604,543 53.5 183,260 

Ⅱ 資本剰余金         

１ 資本準備金   394,282   637,077   

   資本剰余金合計   394,282 54.4  637,077 56.4 242,795 

Ⅲ 利益剰余金         

１ 当期未処理損失   364,187   670,843   

   利益剰余金合計   △364,187 △50.3  △670,843 △59.4 △306,656 

資本合計   451,378 62.3  570,777 50.5 119,398 

負債資本合計   724,255 100.0  1,129,478 100.0 405,223 
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（２）損益計算書 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

増減 
区分 

注
記 
番
号 金額(千円) 

百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円） 

Ⅰ 売上高   386,119 100.0  794,668 100.0 408,548 

Ⅱ 売上原価         

 １ 期首製品たな卸高  4,329   1,288    

 ２ 当期製品製造原価  251,545   575,573    

３ 当期商品仕入高  6,782   6,778    

 ４ 当期広告取扱仕入高  3,183   47,137    

   合計  265,840   630,776    

 ５ 期末製品たな卸高  1,288   1,848    

 ６ 期末商品たな卸高  － 264,552 68.5 4,332 624,596 78.6 360,044 

   売上総利益   121,567 31.5  170,071 21.4 48,504 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  269,809 69.9  294,136 37.0 24,327 

   営業損失   148,242 △38.4  124,065 △15.6 24,177 

Ⅳ 営業外収益         

 １ 受取利息  14   2    

 ２ 受取配当金  4   4    

 ３ 雑収入  860 879 0.2 357 363 0.0 △515 

Ⅴ 営業外費用         

 １ 支払利息  1,777   2,181    

 ２ 支払保証料  367   －    

 ３ 新株発行費  2,387   1,734    

 ４ 雑損失  754 5,287 1.4 74 3,991 0.5 △1,296 

   経常損失   152,650 △39.5  127,692 △16.1 24,957 

Ⅵ 特別利益         

 １ 固定資産売却益 ※2 31   －    

 ２ 還付消費税等  5,901 5,932 1.5 － － － △5,932 

Ⅶ 特別損失         

 １ 投資有価証券評価損  －   49,990    

 ２ 減損損失 ※3 －   36,469    

 ３ 不正会計処理損失  12,866 12,866 3.3 17,790 104,250 13.1 △91,384 

   税引前当期純損失   159,583 △41.3  231,943 △29.2 △72,359 

   法人税、住民税及び 
   事業税 

 23,057   74,712    

   法人税等調整額  － 23,057 6.0 － 74,712 9.4 51,655 

   当期純損失   182,640 △47.3  306,656 △38.6 △124,015 

   前期繰越損失   181,546   364,187   

   当期未処分利益   364,187   670,843   
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（３）利益処分案 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

増減 
区分 

注
記 
番
号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円） 

Ⅰ 当期未処理損失   364,187  670,843 306,656 

Ⅱ 損失処理額   ―  － － 

Ⅲ 次期繰越損失   364,187  670,843 306,656 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及

び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 
    移動平均法による原価法を採用し

ております 

（2）その他有価証券 

  時価のあるもの 

    期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)を採用してお

ります。 

  時価のないもの 

  移動平均法による原価法を採

用しております。 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 

（2）その他有価証券 

  時価のあるもの 

   同左 

 

 

 

 

  時価のないもの 

 同左 

２ たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

(1) 製品、仕掛品 

  移動平均法による原価法を採用し

ております。 

(1) 商品、製品、仕掛品 

   同左 

 (2) 貯蔵品 

  最終仕入原価法を採用しておりま

す。 

(2) 貯蔵品 

   同左 

３ 固定資産の減価償却の

方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法を採用しております。ただし、

建物（建物附属設備を除く）につい

ては定額法を採用しております。 

  (少額減価償却資産) 

  取得価額が10万円以上20万円未満

の資産については、３年均等償却に

よっております。 

(1) 有形固定資産 

  同左 

 

 

  (少額減価償却資産) 

  同左 

   なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  建物      ３～18年 

  工具器具備品  ４～10年 

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  建物       ３～18年 

  車両         ３年 

  工具器具備品   ４～20年 

 (2) 無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用して

おります。 

(2) 無形固定資産 

― 

 (3) 長期前払費用 

  定額法を採用しております。 

(3) 長期前払費用 

  同左 

４ 繰延資産の処理方法 新株発行費 

支出時に全額費用として処理してお

ります。 

新株発行費 

同左 

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

  売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。な

お、当期においては、引当金の計上は

ありません。 

貸倒引当金 

  同左 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

  同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

７ 収益及び費用の計上基準  完了日が証憑によって確認出来るもの

は完了基準、それ以外は入金基準を適用

しております。 

 同左 

８ その他財務諸表作成のた 

めの基本となる重要な事 

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

 同左 

 

会計方針の変更 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

― 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当期より、「固定資産の減損に係る会計基準」(｢固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書｣(企

業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 

平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号)を

適用しております。これにより営業損失、経常損失が

10,771千円減少、税引前当期純損失が25,698千円増加

しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき、有形固定資産においては、該当各

資産科目に対する控除科目として減価償却累計額及び

減損損失累計額に合算して掲記し、無形固定資産にお

いては当該各資産科目の金額から直接控除しておりま

す。 

 

 

注記事項 

(貸借対照表関係) 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 会社が発行する株式の総数  普通株式30,000株 

   発行済株式の総数      普通株式14,006株 

※１ 会社が発行する株式の総数  普通株式30,000株 

   発行済株式の総数      普通株式14,986株 

 
(損益計算書関係) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

役員報酬 69,294千円 

給与 57,378千円 

賞与 16,493千円 

法定福利費 15,193千円 

新聞図書費 547千円 

支払手数料 45,740千円 

減価償却費 4,418千円 
 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

役員報酬 85,994千円 

給与 44,300千円 

賞与 12,216千円 

法定福利費 13,080千円 

支払手数料 61,082千円 

減価償却費 5,624千円 
 

   おおよその割合 

販売費 4.0％ 

一般管理費 96.0％ 
 

   おおよその割合 

販売費 3.9％ 

一般管理費 96.1％ 
 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

  工具器具備品           31千円    

※２  

－ 
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前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※３         － ※３ 減損損失 

当会計年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 

東京都港区 
シニアビジネスサ
ポート事業およ
び本社機能 

建物 
工具器具備品 
ソフトウェア 

当社は、原則として、事業用資産については経営

管理上の事業区分を基準としてグルーピングを行って

おります。 

当会計年度において、業績が悪化したまま事業環

境の急速な回復が見込めないシニアビジネスサポート

事業および本社機能に係る資産グループの帳簿価額

を、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（36,469千円）として特別損失に計上しました。その

内訳は建物2,583千円、工具器具備品10,112千円、ソ

フトウェア23,774千円であります。 

当資産グループの回収可能価額は使用価値により

測定しております。なお、シニアビジネスサポート事

業および本社機能に係る資産グループの回収可能価額

は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシ

ュ・フローがマイナスであるため、割引計算は行って

おりません。 
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(リース取引関係) 

当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 リース契約１件当たりのリース料総額が300万円を超えるリース物件がないため記載を省略しております。 

 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 リース契約１件当たりのリース料総額が300万円を超えるリース物件がないため記載を省略しております。 

 

  

(有価証券関係) 

当事業年度末（平成18年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

前事業年度末（平成17年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
 

 
(税効果会計関係) 

 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

未払事業税 2,858千円 

たな卸資産 166千円 

繰延税金資産小計 3,025千円 

評価性引当額 △3,025千円 

繰延税金資産合計 －
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

  (繰延税金資産) 

未払事業税 5,571千円 

繰延税金資産小計 5,571千円 

評価性引当額 △5,571千円 

繰延税金資産合計 －
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  税引前当期純損失を計上しているため、注記を省略し

ております。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  税引前当期純損失を計上しているため、注記を省略し

ております。 
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(１株当たり情報) 

項目 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 32,227円53銭 38,087円39銭 

１株当たり当期純損失 14,924円34銭 21,426円38銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 
 
 
 
 
株式の分割 
 
 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、新株予約権を発行

しておりますが、当社株式は非上場

のため期中平均株価の把握ができま

せんので記載しておりません。 

当社は平成16年９月１日付で株式

１株につき４株の株式分割をおこな

っております。当該株式分割が前期

首におこなわれたと仮定した場合の

前事業年度における１株当たり情報

は、以下のとおりであります。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式は存在す

るものの１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。 

  

平成16年３月期 

１株当たり純資産額 

20,684円92銭 

１株当たり当期純損失 

 5,213円81銭 
 

 

 
(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

項目 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純損失   

 当期純利益(千円) 182,640 306,656 

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益(千円) 182,640 306,656 

普通株式の期中平均株式数(株) 12,238 14,312 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権５種類（新株予約権の数

2,179個） 

 

新株予約権５種類（新株予約権の数

2,126個） 
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(重要な後発事象) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

― 

(子会社との簡易合併) 

（1）合併の目的 

株式会社マチュアはシニアマーケット向けクリエイテ

ィブ・プロモーション関連事業の展開を目的に設立され

ましたが、当社グループの事業基盤の更なる強化並びに

効率化を図るため、同社を吸収合併し、事業を承継する

こととしたものであります。 

（2）合併の日程 

合併契約書承認取締役会 

 株式会社当社                     平成18年2月6日 

株式会社マチュア         平成18年2月6日 

合併契約書調印            平成18年2月6日 

合併契約書承認株主総会 

 当社    商法第413条ノ３（簡易合併）により省略 

株式会社マチュア            平成18年2月21日 

合併期日               平成18年4月１日 

（3）合併方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社マチ

ュアは解散します。 

（4）その他 

当社出資比率100％の子会社との合併であり、新株式

の発行及び合併交付金の支払は行いません。 

― 

（株式分割） 

平成18年２月15日開催の取締役会において、平成18年４

月１日付をもって、次のとおり１株を３株に分割すること

を決議いたしました。 

(1) 分割の方法 平成18年３月31日現在の株主名簿に記載

された株主の所有株式を、１株につき３

株の割合で分割する。 

(2) 分割により増加する株式数    普通株式29,972株 

(3) 配当起算日  平成18年４月１日 

 なお、この株式分割が前期首に行なわれたと仮定した場

合の１株当たり情報については、それぞれ以下のとおりと

なります。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 

10,742円51銭 

１株当たり当期純損失 

4,974円78銭 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、

新株予約権を発行しており

ますが、当社株式は非上場

のため期中平均株価の把握

ができませんので記載して

おりません。 

１株当たり純資産額 

12,695円80銭 

１株当たり当期純損失 

           7,142円13銭 

 潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、

潜在株式は存在するものの

１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。 
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前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

― 

（韓国における合弁会社設立） 

当社は韓国最大のPR 会社の一つであるKPR & ssociates, 

Inc.（以下KPR）と韓国におけるシニアマーケット専門の

ビジネスサポート会社を設立することを決定いたしました。 

（1）設立の目的 

韓国においては、日本よりやや遅れて高齢化が進展して

きており、その高齢化のスピードは日本より急激であると

言われています。また、韓国企業においても、今後急激な

拡大が予想されるシニアの消費者に対する対策が進み始め

ております。そのような状況下、当社は日本におけるシニ

アマーケットの専門機関としてのノウハウを活用し、韓国

におけるシニアマーケットの活性化を図る目的で、同国で

の共同事業展開に関する交渉を進めていたKPR と本合弁会

社を設立することといたしました。 

（2）合弁会社の概要 

①商号 シニアパートナーズ株式会社(Senior Partners  

Inc.) 

②所在地 大韓民国ソウル特別市中区奨忠洞１街31-７ 

③資本金 1,000 百万ウォン（約120 百万円） 

④出資比率 KPR 51% 当社 34%  

成炳哲（代表取締役予定者） 7.5% 

廉箕薫（代表取締役予定者） 7.5% 

⑤役員構成 金漢卿（KPR 会長）、辛聖仁（KPR 代表取締

役社長）、山崎伸治（当社代表取締役会長）、

成炳哲、廉箕薫 

⑥事業内容 シニアマーケット専門のビジネスサポート

事業並びにそれに関連する一切の事業 

⑦合弁契約日 平成18 年3 月14 日 

⑧設立時期 平成18 年3 月下旬～4 月上旬（予定） 

⑨営業開始予定日 平成18 年6 月上旬（予定） 

⑩売上高見込 79 百万円（初年度） 

⑪従業員数 6 名（初年度） 

(3)KPR & Associates, Inc.の概要 

①本社所在地 大韓民国ソウル特別市中区奨忠洞１街

31-７ 

②代表者名 辛聖仁 

③資本金 100 百万ウォン（約12 百万円） 

④設立年月日 平成元年9 月8 日 

⑤事業内容 PR、広告、市場調査、出版等 

⑥従業員数 60 名 

⑦当社との関係 特にございません 
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２．役員の異動 
  （1）代表者の異動 

 該当事項ありません。 

 

（2）その他の役員の異動 

   

（平成18年６月29日付予定） 

   （新任取締役候補） 

取締役 小木曽 大志 

 

（ご参考） 

 

 氏名 生年月日 略歴 

平成14年2月 当社入社 

平成15年7月 当社コンサルティングチームマネージャー 

平成16年１月 当社執行役員 

平成18年１月 当社執行役員兼クライアントサポート 

事業本部本部長            

現在に至る 

 
 

 

取締役 

 

 

小木曽 大志 

 
 
 

昭和50年5月17日 

 

 

 

３．その他 
該当事項ありません。 
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＜訂正前＞ 

 

平成18年３月期      決算短信（連結） 
平成18年５月19日 

上場会社名  株式会社シニアコミュニケーション  上 場 取 引 所 東証マザーズ 

コード番号  ２４６３  本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.senior-com.co.jp/ ） 

代 表 者 役職名 代表取締役会長兼 CEO 氏名 山崎 伸治 

問合せ先責任者 役職名 取 締 役 副 社 長 兼 CFO 氏名 馬谷 尚利   ＴＥＬ （03）5414-6870 

決算取締役会開催日 平成18年５月19日    

米国会計基準採用の有無 無     

１．18年３月期の業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

(1) 連結経営成績                                （百万円未満切捨） 
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

18年３月期 

17年３月期 

百万円 

1,160 

644 

％ 

（80.1） 

（―） 

百万円 

231 

99 

％ 

（132.0） 

（―） 

百万円 

217 

93 

％ 

（133.8） 

（―） 

 

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総  資  本 
経常利益率 

売  上  高 

経常利益率 

 

18年３月期 

17年３月期 

百万円 

85 

80 

％ 

（7.0） 

（―） 

円 

5,993 

6,553 

銭 

44 

16 

円 

4,907 

― 

銭 

45 

― 

％ 

7.9 

9.6 

％ 

14.5 

11.1 

 ％ 

18.8 

14.4 
 
(注) 1. 持分法投資損益 18年３月期 △12百万円 17年３月期 △1百万円  
 2. 期中平均株式数 18年３月期  14,312株 17年３月期  12,238株  
3. 会計処理の方法の変更   有  
4. 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年増減率。 
5. 17 年３月期は初めての財務情報の開示となるため、対前年増減率の記載は省略しております。 
6. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権を発行しておりますが、当社株式は H17年３

月期連結会計期末時点において、非上場のため期中平均株価の把握ができませんので記載しておりません。  
(2)連結財政状態                                     （百万円未満切捨） 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 

18年３月期 

17年３月期 

百万円 
1,890 
1,131 

百万円 
1,349 
823 

％ 
71.4 
72.8 

円 銭 
90,023 62 
58,807 68  

(注)期末発行済株式数(連結) 18年３月期 14,986株 17年３月期 14,006株 
 
(3) 連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 

18年３月期 

17年３月期 

百万円 
      △122 

△182  

百万円 
△358    
△98 

百万円 
624  
480 

百万円 
608   
465 

 
(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

  連結子会社数 2社   持分法適用非連結子会社数 －社   持分法適用関連会社数 １社 
 
(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

  連結 （新規）－社 （除外）－社          持分法 （新規）－社 （除外）－社 
 
２．19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 
中間期 

百万円 
             715 

百万円 
    120 

百万円 
    68 

通 期 1,535 325 185 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   4,129円50銭 
 
※ 上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後のさ

まざまな不確定要因によって異なる結果となる可能性があることをご承知おきください。 
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１．企業集団の状況 

当社グループは、当社、連結子会社２社（株式会社アンチエイジングオーソリティ（注1）、株式会社マチュア（注

2）及び関連会社１社（株式会社翔年社(注3)）の計４社で構成されております。 

当社グループは、「シニア（注4）がいきいきと暮らせる社会の実現に貢献する」との経営理念の下、顧客企業の

シニアマーケットを対象としたビジネスをトータルにサポートするシニアビジネスサポート事業を展開しておりま

す。同事業は、顧客企業のシニア向けビジネスを調査、戦略立案から実行、検証に至るまで一環してサポートする

企業サポート業務ならびに、顧客企業との協業や当社グループ自らがシニア向け製商品・サービスの提供を行うコ

ンシューマー業務から構成されております。 
 
（注1） 株式会社アンチエイジングオーソリティは、アンチエイジング（抗加齢）に関する事業展開を目的として平

成16年7月に設立しておりますが、決算短信提出日現在において具体的な事業活動の開始には至っておりま

せん。 

（注2） 株式会社マチュアは平成18年4月1日付をもって、当社を存続会社として当社が吸収合併したため決算短信提

出日現在においては、消滅しております。 

（注3）株式会社翔年社は、平成18年3月30日付第三者割当増資により、資本金が増加したため、当社の持分比率が低

下いたしました。その結果、決算短信提出日現在においては当社の持分法適用会社からは除外されており

ます 

（注4）当社では50歳以上の人をシニアと定義しております。 
 

２．経営方針 

（1）会社の経営の基本方針 

当社グループの経営方針は以下の通りであります。 

For Client: シニアの生の声をしっかりと捉え、シニアマーケットへの展開を企図する企業へのトータルソリ

ューションを提供いたします 

For Senior: シニアが真に必要とする商品・サービス・情報を、当社および顧客企業の事業支援により提供い

たします 

これまで、わが国において高齢者は「社会的弱者」として、保護すべき存在として位置づけられました。し

かし超高齢化社会を迎えるわが国では、シニアの社会的位置づけが大きく変化しております。実際のシニア層

は、熟練した技能や豊かなビジネス経験を持つ人々が多いほか、昨今では高等教育の経験者も増えつつあり、

｢知的生産者｣としての一面を持っております。また時間的、経済的ゆとりがあるため、社会への貢献意欲が高

いことも特徴として挙げられており、従来の姿とのギャップが生じております。 

また超高齢化社会を迎えるにあたって、企業側もシニアを「消費者」として積極的に捉えはじめております。

しかし、これまで意識されなかったマーケットであるため、事業展開のノウハウに乏しい企業も多数存在して

おります。 

このため、シニアの生の声を的確に捉え、それにあった商品・サービスを世に送り出せるような仕組みを提

供することで、来るべき「シニア社会」の羅針盤となるべく、事業活動を推進してまいります。 

 

（2）会社の利益配分に関する方針 

当社は設立以来、経営基盤の強化を図る目的から配当は実施しておりません。今後につきましては、株主に

対する利益還元を経営の重要課題のひとつとして位置付けております。従って配当政策につきましては、企業

体質強化のための内部留保の充実を図るとともに各期の経営成績、財政状況及び配当性向等を総合的に勘案し

て配当を実施していきたいと考えております。 

 

（3）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

投資単位の引き下げにつきましては、当社株式の流動性を向上させるための有効な手法であると認識してお
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ります。今後は、株価の推移、当社の業績動向、株式分割等による投資単位の引き下げに伴う事務管理コスト

の増加等を総合的に勘案し、対処してまいります。なお、平成 18年３月31日を分割基準日とし、平成18年

４月１日付で１株につき３株の割合をもって分割いたしました。 

 

（4）中長期的な会社の経営戦略 

① 当社は『顧客企業の満足度を徹底的に上げる』ために、シニア向け調査・コンサルティングの更なるシス

テム化を行い、効率性を向上させると共に、既存自社メディアに加えて、「地上波ＴＶ」「ＢＳＴＶ」及び

「他社シニア向けメディア」との連携による更なるメディアミックスの強化を行います。 

② 『シニア向けインターネットビジネスでＮＯ.１』を目指すために、以下の活動を実施する予定でありま

す。 

・ シニアに人気の高いＷＥＢサイトとの連携や投資を積極的に行うことにより、コンテンツ力を強化い

たします。なお、既に食分野においては「ぐるなび（証券コード：2440）」と提携し、「ぐるなびシ
ニア」を平成 18年 2月から開設しており、また旅行分野においては、「一休（証券コード：2450）」
などとの提携が進んでおります。 

・ 新たにシニア向けＥＣ事業を立ち上げます。 

③ 『新たなシニア向け商品の共同開発』を積極的に行うために、以下の活動を実施する予定であります。 

・ 企業からの依頼を待つ「プル型」だけでなく、当社側で積極的にシニアに売れる商品を検討し、提案

する「プッシュ型」へ体制を移行し、より売上規模の大きな共同商品開発を展開します。 

・ 現在シニア向けコンテンツが一般的に不足している状況である為、コンテンツ提供を求める企業に対

し、当社で既に制作したシニア向けコンテンツを販売するとともに、新たな制作も積極的に行ってま

いります。 

④ 『更なるチャネルの拡大による売上増加』を図るために、以下の活動を実施する予定であります。 

・ 株式会社テレウェイヴを始めとした中小企業をネットワークする企業との提携により、中小企業に向  

  けた新たなシニアマーケティングメニューを開発いたします。 

・ 韓国最大のＰＲ会社の内一つである、KPR &Associates, Inc.と共同で、平成 18年 4月に設立した合
弁会社（シニアパートナーズ株式会社）の展開により、韓国でのシニアビジネスサポート事業を行っ

てまいります。 
⑤ 『投資事業を積極展開』し、成長にレバレッジをかけてまいります。具体的には、当社との事業シナジー

があり、またシニアのニーズなどから、将来の成長が見込まれるシニアビジネス展開企業への直接投資を

行うとともに、「プライベートエクイティファンド」の組成等により、大型案件へも関与していき、シニ

アビジネスの主役として新たな活動を展開してまいります。 

 

（5）会社の対処すべき課題 

① 顧客企業の拡大 

 現在のところ、シニアマーケットを対象に「調査、戦略立案、実行、検証に至るまでトータルでサポート

できる」形態のビジネスを展開している企業は少ないと認識しております。しかし、今後において競合企業

の出現により競争が激化する可能性は否定できません。そこで、当社及び当社グループが提供しているサー

ビスの認知度の向上を図り、新規顧客への積極的な提案・営業を実施することで、顧客企業の拡大を目指す

方針であります。また、顧客層についても、従来よりの主な顧客である大手企業のみならず、シニアマーケ

ットに関する関心は高いが、その取組みが遅れていると思われる、中堅・中小企業に対しても、積極的に拡

大させてまいります。 

② メディア機能の強化 

 設立以来、シニアに対して双方向でコミュニケーションがとれるコミュニティサイト「STAGE」等の自社メ

ディアを有してきましたが、自社メディアにおけるコミュニティ機能の更なる強化と利便性の向上、各分野

における有力企業との業務提携によるコンテンツの充実、ラジオ、テレビ等他社メディアも含めたメディア

間連携の強化等により、シニアの満足向上とその消費生活に関する綿密なデータ蓄積をより進め、顧客企業

に対する問題解決能力を更に拡大させるとともに、シニアへの情報発信能力を活かした販売支援サービスを
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拡充させてまいります。 

 

③ コンサルティング業務の効率化 

収益率向上のためには、コンサルティング業務のより一層の効率化が必要となります。そこで、シニアビ

ジネスのノウハウのデータベース化、システム化を進めていくことにより、コンサルティング業務の効率化

を推進してまいります。 

④ コンシューマー業務の拡大 

設立以来、企業サポート業務を多数実施する過程で、当社はシニアが好むヒット商品を選別できるノウハ

ウを獲得してきたと認識しております。そこで、収入の大幅な増大を目指し、大きな収入が期待できるシニ

ア向け商品については、商品を製造する企業等と提携して、売上マージンまたはプロフィットシェア型の商

品企画・販売（事業開発）等を行っております。今後は、このようなコンシューマー業務に更に重点的に経

営資源を配分することで、大幅な成長を目指す方針であります。 

⑤ 新たな収益モデルの構築 

当社は、新たな収益モデルの構築を予定しております。具体的には、提携先企業と共同でシニアにニーズ

の高い分野においての合弁会社の設立や、ＭＢＯ（マネージメントバイアウト）による新規事業展開に参加

するほか、シニアビジネスを展開する有望な企業に対しての直接投資を行う等、投資業務についても展開し

てまいります。将来的には投資経験の豊富なパートナーとともにシニアビジネスに対する「投資ファンド」

の設立も視野に入れ、管理報酬、配当、キャピタルゲイン等の新たな収入源を確保していく方針であります。

当該事業においては、投資前には当社がこれまで蓄積したシニアマーケットに関するノウハウが投資可否の

判断に役立ち、早い段階でシニアビジネスを展開する有望な企業からの情報が入手できることから投資条件

が有利になるとともに、投資後は当社が保有するクライアントネットワークや会員組織を有効活用し、当社

が積極的にコンサルティングサポートを行うことで、投資先企業の成長に資するものと考えているため、早

期実現に努めてまいります。 

⑥ 海外市場への進出 

当社は日本市場のみならず、日本と同様、高齢化の進展が予想される他国についても、ビジネス展開を企

図しております。日本より 7～10年遅れて急速に高齢化が進展している韓国は特に有望な市場であり、当社

がこれまでに蓄積してきたノウハウを発展させ、日本市場と連動する形でビジネスを拡大させることも可能

であると思われます。そのため、平成18年4月に設立した上述の合弁会社（シニアパートナーズ株式会社）

の展開により、その市場開拓を行ってまいります。 

 

 (6) 親会社等に関する事項 

該当事項はありません。 
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３．経営成績及び財政状態 

 

(１)  経営成績 
当社は、「シニアがいきいきと暮らせる社会の実現に貢献する」との経営理念の下、日本初のシニアマーケットに

関する専門機関として平成12年5月17日に設立し、現在に至るまで、着実に運営体制を整え営業活動を進めて参

りました。 

現時点で成人人口の半数、2025年には全人口の半数が50歳以上になるなど、シニア世代を中心とした社会が形

成されつつあり、消費全体に占めるシニアの役割も非常に大きなものとなっています。多くの企業や自治体は新し

くシニア関連部署を設置し、具体的プロジェクトを推進するなど、急速に拡大しつつある同市場攻略の動きが活発

化しております。 

このような中で当社は、企業サポート業務においては、シニア向け新規事業の立ち上げ、シニア向け新商品・サ

ービスの開発、シニア向け販促ツール等のクリエイティブ制作、シニアを対象とした会員組織の運営、会報誌制作、

会員サイトの制作・運営等の業務において順調に受注するとともに、コミュニティサイト「STAGE」においてブロ
グ機能や SNS(ソーシャルネットワーキングサービス)機能等を付加することにより、コンテンツとコミュニティの
活性化を図るとともに、株式会社文化放送にて放送される AMラジオ番組「大人の遊び場」の企画等を行うに至り
ました。また、コンシューマー業務においても、アンチエイジングレストランの展開、2005年版芋焼酎「なゝこ」
の販売、シニア向け旅行ガイドブック「おとな旅」シリーズ（3カ国分）の出版、英会話本「シニアの旅行英会話」
の出版、フランス産ワイン「黒ワインNoir」の販売、シニア夫婦の純愛をテーマとした映画「想文~おもひぶみ~」
の販売促進サポート、シニア夫婦像をテーマとしベストセラーとなった「きみに読む物語」の販売促進サポート等

に取り組むとともに、株式会社テレウェイブとの業務提携による中小企業向けビジネスサポート分野への進出や、

株式会社ぐるなび、株式会社一休など有力企業との業務提携によるコンテンツ提供機能を強化するに至りました。 
以上の結果、当期の売上高は 1,160,372千円(前期比 80.1％増)、経常利益は 217,606千円(前期比 133.8％増)、当
期純利益は 85,778千円(前期比 7.0％増)となりました。 
 

 

(２)  キャッシュ・フローの状況 
当連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、営業活動により資金を122,918千円

使用し、投資活動においても358,370千円使用し、財務活動においては624,320千円の獲得の結果、当連結会計期間

末には608,236千円となりました。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益167,616千円となりましたが、売上債権の増加額

345,212千円等により122,918千円(前期比32.7％減)の使用となりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の取得による支出230,000千円等により358,370千円(前期比

265.0％増)の使用となりました。 

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入れによる収入 400,000千円と公募増資による新株発行による収

入424,320千円等により624,320千円(前期比30.0％増)となりました。 
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なお、連結キャッシュ・フロー指標の推移については、以下のとおりであります。 

 第６期 

平成17年３月 

第５期 

平成18年３月 

自己資本比率（％） 72.8 71.4 

時価ベースの自己資本比率（％） － 1,063.07 

債務償還年数（年） － － 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － － 

 自己資本比率：自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」

を使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払ってい

る全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の「利

息の支払額」を使用しております。 

※ 平成17年12月９日付をもって東証マザーズへ上場いたしましたので、平成17年３月の時価ベースの

自己資本比率は記載しておりません。 

※ 平成17年３月期及び平成18年３月期のインタレスト・カバレッジ・レシオについては、営業キャッ

シュ・フローがマイナスのため記載しておりません。 

※ 平成17年３月期及び平成18年３月期の債務償還年数については、営業キャッシュ・フローがマイナ

スのため記載しておりません。 
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（３）通期の見通し 

平成18年3月期においては当初予想を上回る売上高を計上いたしましたが、平成19年3月期においても、引き続き、

多くの企業や自治体によるシニアマーケット攻略の動きが活発になると予想されます。そのような中で企業サポー

ト業務においては、当社グループが提供しているサービスの更なる認知度向上に努め、新規顧客への積極的な提案・

営業を実施すること、当社メディア機能の強化等により新たな商品開発を行うこと、従来からの主な顧客である大

手企業のみならず中堅・中小企業に対しても取引を開始することにより、更なる受注獲得を進めてまいります。 

またコンシューマー業務においても、「金融」、「住まい」、「食」、「エンタテイメント」等「単価×数量×マージン

率」の合計が高い分野において、有力企業との提携等による共同商品開発を行い、売上拡大を積極的に進めてまい

ります。 

以上のことから通期の連結業績見通しは、売上高1,535百万円（前期比132.3％）、経常利益325百万円（前期比

149.8％）、当期純利益 185百万円（前期比 217.6％）を見込んでおります。また、通期の単体業績見通しは、売上

高1,535百万円(前期比133.5％)、経常利益325百万円(前期比149.8％)、当期純利益185百万円(前期比194.7%)

を見込んでおります。 

 

（４）事業等のリスク 

以下においては、当社グループの事業展開上、決算短信提出日現在でリスク要因となる可能性があると考えられ

る事項に加えて、当社としては必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項についても、投資判断の上で重要と

考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。 

なお、当社グループはこれらのリスクの発生の可能性を認識した上で、発生の回避、あるいは発生した場合の適

切な対応に努める所存でありますが、当社株式に関する投資判断は、本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討し

た上で行われる必要があります。 

 

① 当社グループの事業内容について  

 (イ) 個人情報の流出可能性および流出した際の影響について 

当社は、顧客企業のシニアマーケット攻略のためのコンサルティング・プロモーションサポート等を行うために、

50歳以上の方を会員組織化した「MASTER」に対する定量・定性調査を行っており、平成18年3月末現在約１万人

の会員の個人情報を保有しております。また、コミュニティサイトの運営、ＷＥＢ上での商品販売活動（購入申込

みの受付け）によっても利用者の個人情報を取得する場合があります。これらの個人情報は、当社の管理下にある

データベースにて保管しており、平成 17年４月に施行された「個人情報の保護に関する法律」が定める個人情報

取扱事業者としての義務が課せられております。当該義務への対応として、個人情報に関する管理方針を明確にし

た上で、ネットワークの運用や電子メールの利用に関してのマニュアル化、データベースにアクセスする際のパス

ワード管理、ネットワークの技術的強化等の対策を施し、個人情報保護の強化に努めております。しかし、万一、

外部からの不正アクセスや社内管理体制の瑕疵等による情報の外部流出が発生した場合、当社に対する損害賠償請

求や社会的信用の失墜により、当社事業及び業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

 

(ロ) システム障害について 

当社では、シニアに関する“情報収集だけではなく、情報発信や交流も出来る参加型サイト”をコンセプトとし

たコミュニティサイト「STAGE」を提供しております。本サイトは、「MASTER」会員の登録やメールマガジン「STAGE 

style NEWS LETTER」購読の登録にも利用しており当社の事業上重要な役割を果たしておりますが、インターネッ

トを利用しているため、自然災害、事故および外部からの不正手段によるコンピュータへの侵入等により、通信ネ

ットワークの切断、サーバ等ネットワーク機器の作動不能等の事態が生じた場合、当社事業及び業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

 

② 競合について 

現在のところ、シニアマーケットを対象に「調査、戦略立案、実行、検証に至るまでトータルでサポートできる」

形態のビジネスを展開している企業は少なく、当社としてはさらにノウハウを蓄積し事業の拡大を図る所存ですが、

今後において競合企業の出現は否定できません。今後、競争の激化により受注が減少した場合には、当社事業及び
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業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

③ 当社の事業体制について 

(イ) 小規模組織であること 

当社は平成18年３月31日現在、取締役5名、従業員37名と組織が小さく、内部管理体制も当該組織規模に応

じたものとなっております。今後は業務拡大に伴い、業務執行体制の人員増強と内部管理体制の強化・充実を図っ

ていく予定であります。しかしながら、当社の事業の拡大に伴う、優秀な人材の確保・育成が適切に行えず、十分

な人的・組織的対応ができない場合、または現在在職している人材が大量に流出した場合、当社事業及び今後の業

務推進に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(ロ) 特定の人物への依存について 

当社代表取締役会長兼CEO山崎伸治は、当社設立以来の最高経営責任者であり、シニアマーケットの専門家とし

ての知名度も高いことから、経営方針や経営戦略の決定やシニアマーケティングの体系化等、当社の事業活動上、

重要な役割を果たしております。 

当社は、特定の個人に依存しない組織的な経営体制を目指し、人材育成の強化と経営のリスクの軽減を図ってお

りますが、現時点において、同氏が何らかの理由により当社の経営者としての業務を遂行できなくなった場合には、

当社の業績及び今後の経営に重大な影響を与える可能性があります。 

 

④ 今後の事業展開について 

(イ) コンシューマー業務（売上マージン型またはプロフィットシェア型ビジネス）の拡大について 

現在、当社の事業においては、顧客企業に対して実施したサービスの対価としての報酬が主たる収益であります。

今後は、当社の経営資源を顧客企業のシニアビジネスの売上・利益に直結する分野に積極的に投入することで、調

査・戦略立案から商品開発、販売に至るビジネスプロセス全般に関与し、当該ビジネスからクライアントが得た売

上高または利益の一部をシェアする売上マージン型またはプロフィットシェア型ビジネスの拡大を図ってまいりま

す。 

しかしながら、売上マージン型またはプロフィットシェア型ビジネスでは、当社が関与した事業の業績等の影響

により、計画通りの売上高または利益が得られない可能性があること、ならびに本業務の事業歴が浅く、期間業績

比較を行うために十分な期間の財務数値が得られないことから、当社が想定する収入の見通しに重大な相違が生じ

る可能性があります。 
    

（参考） 

売上高の推移                                   （単位：千円） 

回次 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 

企業サポート業務 233,249 338,566 424,505 580,179 950,496 

コンシューマー業務 0 15,341 22,149 64,062 209,876 

合計 233,249 353,907 446,654 644,241 1,160,372 

（注）第2期から第4期については当社単体の数値を記載しております。第5期及び第６期については 

連結財務諸表を作成しているため、連結の数値を記載しております。 

(ロ) シニアビジネスへの直接投資について 

当社はこれまで培ってきたノウハウやネットワーク等を活かし、自ら事業展開するためのノウハウの蓄積、及び

既存事業とのシナジーを図る目的で、高い収益性が見込まれるシニアビジネスへの直接投資を行っております。直

近では、平成 18年 2月にはマンツーマン英会話スクールを運営する株式会社ＧＡＢＡに2.0％の直接投資を行い

ました。今後、当社が直接投資を行った企業の事業が円滑に運営され、高い顧客満足度が得られれば、当社の業績

に貢献する可能性があります。しかしながら、これらの出資先企業の業務が何らかの事情により支障をきたした場

合や、投資により損失を被った場合には、当社の経営に影響を与える可能性があります。 
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(ハ) シニアビジネスに特化したプライベート・エクイティファンドの運営について 

自ら事業展開するためのノウハウの蓄積、及び既存事業とのシナジーを図る目的で行う前項の直接投資に加え、

同様の目的であるものの当社の資金的制約から実施できない大型案件に対しても投資する、シニアビジネスに特化

したプライベート・エクイティファンドの運営を行う予定です。当社の収益は、ファンドの運営に係る管理報酬、

成功報酬及び当社が当該ファンドに一部出資を行う場合にはキャピタルゲインを得ることができますが、現状では

予測し得ない事態が発生する可能性は否定できず、そのような事態が発生した場合、当社の業績に影響を与える可

能性があります。 

  

（ニ）海外市場への進出について 

当社は日本市場のみならず、今後急速な高齢化の進展が見込まれる韓国等海外市場に対しても、ビジネス展開を

行って参ります。平成 18年 4月には、韓国最大のＰＲ会社の一つである、KPR & Associates, Inc.と韓国におけ
るシニアマーケット専門のビジネスサポート会社を設立いたしました。 
海外市場進出にあたっては、上述のように、当該進出国企業と提携し、共同事業展開することにより、リスク軽

減を図る所存ですが、進出国における政治・経済・社会的リスクならびに提携先企業との関係の悪化等、現状では

予測し得ない事態が発生する可能性は否定できず、そのような事態が発生した場合、当社の業績に影響を与える可

能性があります。 

 

⑤ ストックオプションについて 

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該ストックオプションは、商法第280条ノ20及び商法

第280条ノ21の規定に基づき、当社取締役及び従業員等に対して新株予約権を付与したものであります。 

これらの新株予約権の目的たる株式の数は、平成18年３月31日現在で合計3,470株となり、発行済株式14,986

株の 23.15％を占めております。また、今後も優秀な人材を確保するために、同様のインセンティブプランを継続

して実施していくことを検討しており、これらの新株予約権の行使が行なわれた場合には、当社の１株当たりの株

式価値は希薄化し、当社株価に影響を与える可能性があります。 
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４．連結財務諸表等 

（１）連結貸借対照表 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

増減 
区分 

注
記 
番
号 金額(千円) 

構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産         

 １ 現金及び預金   465,205   608,236   

 ２ 受取手形及び売掛金   479,064   824,277   

 ３ たな卸資産   2,424   6,840   

 ４ 繰延税金資産   3,025   5,871   

 ５ その他   4,399   7,335   

   流動資産合計   954,119 84.3  1,452,561 76.8 498,441 

Ⅱ 固定資産         

 １ 有形固定資産         

  (1) 建物及び構築物  49,432   49,581    

    減価償却累計額  2,115 47,317  6,515 43,065   

  (2) 車両運搬具  －   269    

    減価償却累計額  －   36 232   

(3) 工具器具備品  18,298   28,527    

    減価償却累計額  8,014 10,283  13,661 14,866   

   有形固定資産合計   57,600 5.1  58,164 3.1 563 

 ２ 無形固定資産         

  (1) ソフトウェア   7,018   17,648   

  (2) その他   155   162   

   無形固定資産合計   7,174 0.6  17,811 0.9 10,637 

 ３ 投資その他の資産         

  (1) 投資有価証券 ※1  87,121   254,995   

  (2) その他   25,617   106,868   

   投資その他の資産合計   112,738 10.0  361,863 19.2 249,125 

   固定資産合計   177,513 15.7  437,839 23.2 260,326 

   資産合計   1,131,633 100.0  1,890,401 100.0 758,767 
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前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

増減 
 
区分 

注
記 
番
号 金額(千円) 

構成比 
(％) 

金額（千円） 
構成比 
(％) 

金額(千円) 

(負債の部)         

Ⅰ 流動負債         

 １ 支払手形及び買掛金   13,286   32,319   

 ２ 短期借入金   200,000   400,000   

 ３ 未払法人税等   26,644    69,338   

 ４ その他   33,982   39,648   

   流動負債合計   273,913 24.2  541,307 28.6 267,394 

   負債合計   273,913 24.2  541,307 28.6 267,394 

         

(少数株主持分)         

少数株主持分   34,060 3.0  － － △34,060 

         

(資本の部)         

Ⅰ 資本金 ※2  421,283 37.2  604,543 32.0 183,260 

Ⅱ 資本剰余金   394,282 34.8  637,077 33.7 242,795 

Ⅲ 利益剰余金   8,094 0.7  107,472 5.7 99,378 

   資本合計   823,660 72.8  1,349,093 71.4 525,433 

   負債、少数株主持分
及び資本合計 

  1,131,633 100.0  1,890,401 100.0 758,767 

         

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 12 

（２）連結損益計算書 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

増減 
区分 

注
記 
番
号 金額(千円) 

百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円） 

Ⅰ 売上高   644,241 100.0  1,160,372 100.0 516,130 

Ⅱ 売上原価   249,910 38.8  597,152 51.5 347,242 

   売上総利益   394,331 61.2  563,220 48.5 168,888 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  294,465 45.7  331,504 28.5 37,038 

   営業利益   99,866 15.5  231,715 20.0 131,849 

Ⅳ 営業外収益         

 １ 受取利息  15   3    

 ２ 受取配当金  4   4    

 ３ 雑収入  757 776 0.1 2,011 2,018 0.2 1,241 

Ⅴ 営業外費用         

 １ 支払利息  1,777   2,181    

 ２ 持分法による投資損失  1,463   12,136    

 ３ 創立費  825   －    

 ４ 新株発行費  2,387   1,734    

 ５ その他  1,122 7,576 1.2 74 16,128 1.4 8,551 

   経常利益   93,066 14.4  217,606 18.8 124,540 

Ⅵ 特別利益         

 １ 還付消費税等  5,901 5,901 0.9 － － － △5,901 

Ⅶ 特別損失           

 １ 投資有価証券評価損  － － － 49,990 49,990 4.3 49,990 

税金等調整前当期
純利益 

  98,967 15.4  167,616 14.5 68,648 

   法人税、住民税及び 
   事業税 

 23,373   77,858    

   法人税等調整額  538 23,911 3.7 △2,845 75,012 6.5 51,101 

   少数株主損益   △5,139 0.8  6,825 0.6 11,965 

   当期純利益   80,196 12.4  85,778 7.4 5,582 
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（３）連結剰余金計算書 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

増減 
区分 

注
記 
番
号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高   183,345  394,282 210,937 

Ⅱ 資本剰余金増加高       

 １ 増資による新株の発行  210,937 210,937 242,795 242,795 31,857 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   394,282  637,077 242,795 

       

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △72,101  8,094 80,196 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

 １ 持分法適用会社減少に 
伴う増加額 

 －  13,600   

 ２ 当期純利益  80,196 80,196 85,778 99,378 19,182 

Ⅲ 利益剰余金期末残高   8,094  107,472 99,378 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

 
前連結会計年度 

 (自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

 (自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

増減 
区分 

注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前当期純利益  98,967 167,616  

減価償却費  9,345 18,702  

連結調整勘定償却  － 4,273  

受取利息及び配当金  △19 △7  

支払利息  1,777 2,181  

新株発行費  2,387 1,734  

持分法による投資損失  1,463 12,136  

投資有価証券評価損  － 49,990  

売上債権の増加額  △302,053 △345,212  

たな卸資産の増減額(増加；△)  2,711 △4,416  

その他の流動資産の増減額(増加；△)  2,163 △3,029  

仕入債務の増減額(減少；△)  △12,128 19,033  

未払消費税等の増加額  4,777 7,727  

その他の流動負債の増減額(減少；△)  6,775 △4,206  

その他  3,158 △12,398  

小計  △180,673 △85,873 94,799 

利息及び配当金の受取額  19 7  

利息の支払額  △1,827 △2,088  

法人税等の支払額  △145 △34,964  

営業活動によるキャッシュ・フロー  △182,626 △122,918 59,707 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の払戻による収入  2,150 －  

有形固定資産の取得による支出  △53,236 △12,826  

無形固定資産の取得による支出  △210 △15,224  

子会社株式の取得による支出  － △45,158  

投資有価証券の取得による支出  △38,585 △230,000  

出資金の払込みによる支出  ― △10  

出資金の返還による収入  ― 100  

敷金保証金の差入れによる支出  △8,300 △55,251  

投資活動によるキャッシュ・フロー  △98,182 △358,370 △260,188 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入れによる収入  200,000 400,000  

短期借入金の返済による支出  △150,000 △200,000  

長期借入金の返済による支出  △28,520 －  

株式の発行による収入  419,487 424,320  

少数株主の払込による収入  39,200 －  

財務活動によるキャッシュ・フロー  480,167 624,320 144,152 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ― －  

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  199,358 143,031 △56,327 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  265,846 465,205  

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 465,205 608,236  
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。 

 ①連結子会社の数  ２社 

 ②連結子会社の名称 

  ㈱マチュア 

  ㈱アンチエイジングオーソリティ 

  なお、上記子会社２社は、当連結会

計年度に新たに設立したことにより、

連結子会社となりました。  

    

すべての子会社を連結しております。 

 ①連結子会社の数  ２社 

 ②連結子会社の名称 

  ㈱マチュア 

  ㈱アンチエイジングオーソリティ 

   

２ 持分法の適用に関する事

項 

持分法を適用した関連会社数 １社 

①関連会社の名称 

 ㈱翔年社 

 なお、㈱翔年社は当連結会計年度に

新たに設立したことにより、関連会

社となりました。 

  

持分法を適用した関連会社数 １社 

①関連会社の名称 

 ㈱翔年社 

 

３ 連結子会社の事業年度

等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

ａその他有価証券 

 時価のあるもの  

期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)を採用

しております。 

 時価のないもの 

   移動平均法による原価法を採

用しております。 

②たな卸資産 

 ａ製品、仕掛品 

移動平均法による原価法を採用

しております。 

  ｂ貯蔵品 

    最終仕入原価法を採用しており

ます。 

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

ａその他有価証券 

 時価のあるもの  

同左 

 

 

 

  

時価のないもの 

同左 

 

②たな卸資産 

 ａ商品、製品、仕掛品 

同左 

 

  ｂ貯蔵品 

      同左 

 （2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。ただ

し、建物（建物附属設備を除く）

については定額法を採用しており

ます。 

(少額減価償却資産) 

取得価額が10万円以上20万円未満

の資産については、３年均等償却

によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物     ３年～18年 

工具器具備品 ４年～10年 

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

①有形固定資産 

同左 

 

 

 

(少額減価償却資産) 

同左 

 

 

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物     ３年～18年 

車両運搬具     ３年 

工具器具備品 ４年～20年 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事

項 

②無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用しており

ます。 

③長期前払費用 

   定額法を採用しております。 

②無形固定資産 

同左 

 

 

 

③長期前払費用 

   同左 

 （3）重要な繰延資産の処理方法 

創立費 

支出時に全額費用として処理し

ております。 

新株発行費 

    支出時に全額費用として処理し

ております。 

（3）重要な繰延資産の処理方法 

創立費 

― 

 

新株発行費 

    同左 

 （4）重要な引当金の計上基準 

  貸倒引当金 

  売上債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。なお、当

期においては、引当金の計上はありま

せん。 

(5)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(6)収益及び費用の計上基準 

  コンサルティング関連プロジェクト

及びプロモーション関連プロジェクト

(ともに300万円以上のもの)については

進行基準を、300万円未満の案件及びそ

の他の案件については完了基準を適用

しております。 

(7)その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

（4）重要な引当金の計上基準 

  貸倒引当金 

  同左 

 

 

 

 

 

 

(5)重要なリース取引の処理方法 

同左 

 

 

 

 

(6)収益及び費用の計上基準 

  同左 

 

 

 

 

 

(7)その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に

関する事項 

当連結会計期間において、連結調整勘

定は発生しておりません。 

同左 

 

７ 利益処分項目等の取扱

いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成しております。 

同左 

 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引出可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。 

同左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

― 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当連結会計期間より、「固定資産の減損に係る会計基準」

(｢固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書｣

(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資  

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員 

会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号)を 

適用しております。これによる損益に与える影響はありま 

せん。 

 

注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

   投資有価証券（株式）       12,136千円 

 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式14,006株であり

ます。 

※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

   投資有価証券（株式）         －千円 

 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式14,986株であり

ます。 

 

(連結損益計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の 

とおりであります。 

役員報酬         77,664千円 

給料手当         64,666千円 

支払手数料        48,191千円 

減価償却費         4,698千円 

※１  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の 

とおりであります。 

役員報酬         99,145千円 

給料手当         56,383千円 

支払手数料        62,409千円 

減価償却費         5,000千円 

    連結調整勘定償却          4,273千円 

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲載されている科目の金額との関係 
（平成17年３月31日現在） 

 現金及び預金勘定           465,205千円 

 現金及び現金同等物         465,205千円 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲載されている科目の金額との関係 
（平成18年３月31日現在） 

 現金及び預金勘定           608,236千円 

 現金及び現金同等物         608,236千円 

 

(リース取引関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース契約１件当たりのリース料総額が300万円を超え

るリース物件がないため記載を省略しております。 

同左 
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(有価証券関係) 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

 

連結貸借対照表計上額(千円) 連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券                                     

非上場株式 74,985 268,595 

 
(デリバティブ取引関係) 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)  

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)  

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

(退職給付関係) 

  当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)  

    該当事項はありません。 

 

(税効果会計関係) 

 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

未払事業税 2,858千円

たな卸資産 166千円

繰越欠損金 4,060千円

その他 282千円

繰延税金資産小計 7,368千円

評価性引当額 △4,342千円

 繰延税金資産合計 3,025千円

 繰延税金資産の純額 3,025千円
 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

未払事業税 5,797千円

たな卸資産 73千円

 繰延税金資産合計 5,871千円

 繰延税金資産の純額 5,871千円
 

繰延税金資産は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれ

ております。 

 流動資産－繰延税金資産     3,025千円 

繰延税金資産は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれ

ております。 

 流動資産－繰延税金資産     5,871千円 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整） 

交際費の損金不算入額 2.0％

住民税均等割 0.6％

評価性引当額の増減 △19.5％

持分法による投資損失 0.6％

その他 △0.2％

税効果適用後の法人税等の 

負担率 
24.2％

 

法定実効税率 40.7％

（調整） 

交際費の損金不算入額 1.7％

住民税均等割 1.0％

その他 1.3％

税効果適用後の法人税等の 

負担率 
44.7％
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（セグメント情報） 

  事業の種類別セグメント情報 

   当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

    当連結グループは、シニアマーケットに関するコンサルティング業務、プロモーションサポート業務及び 

   事業開発業務からなるシニアビジネスサポート事業を展開しており、これ以外に事業の種類がないため該当 

   事項はありません。 

 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当連結グループは、シニアマーケットに関するコンサルティング業務、プロモーションサポート業務及び 

   事業開発業務からなるシニアビジネスサポート事業を展開しており、これ以外に事業の種類がないため該当 

   事項はありません。 

 

  所在地別セグメント情報 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

    本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

 海外売上高 

   当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

    海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 

（関連当事者との取引） 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)  

 該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 58,807円68銭 90,023円62銭 

１株当たり当期純利益 6,553円16銭 5,993円44銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 

 

 

 

 

 潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、新株予約

権を発行しておりますが、当社

株式は非上場のため期中平均株

価の把握ができませんので記載

しておりません。 

4,907円45銭 

 

 

 

 

株式の分割 当社は平成16年９月１日付で株

式１株につき４株の株式分割を

おこなっております。 

― 

   

(注)１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益   

当期純利益(千円) 80,196 85,778 

普通株主に帰属しない金額(千円)  ─ ─ 

普通株式に係る当期純利益(千円) 80,196 85,778 

普通株式の期中平均株式数(株) 12,238 14,312 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額(千円) ─ ─ 

普通株式増加数（株） ─ 3,167 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

新株予約権５種類（新株予約権

の数2,179個） 
― 
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(重要な後発事象)  

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

― 

(子会社との簡易合併) 

（1）合併の目的 

株式会社マチュアはシニアマーケット向けクリエイテ

ィブ・プロモーション関連事業の展開を目的に設立され

ましたが、当社グループの事業基盤の更なる強化並びに

効率化を図るため、同社を吸収合併し、事業を承継する

こととしたものであります。 

（2）合併の日程 

合併契約書承認取締役会 

 株式会社当社                     平成18年2月6日 

株式会社マチュア         平成18年2月6日 

合併契約書調印            平成18年2月6日 

合併契約書承認株主総会 

 当社    商法第413条ノ３（簡易合併）により省略 

株式会社マチュア            平成18年2月21日 

合併期日               平成18年4月１日 

（3）合併方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社マチ

ュアは解散します。 

（4）その他 

当社出資比率100％の子会社との合併であり、新株式

の発行及び合併交付金の支払は行いません。 

― 

（株式分割） 

平成18年２月15日開催の取締役会において、平成18年４

月１日付をもって、次のとおり１株を３株に分割すること

を決議いたしました。 

(1) 分割の方法 平成18年３月31日現在の株主名簿に記載

された株主の所有株式を、１株につき３

株の割合で分割する。 

(2) 分割により増加する株式数    普通株式29,972株 

(3) 配当起算日  平成18年４月１日 

 なお、この株式分割が前期首に行なわれたと仮定した場

合の１株当たり情報については、それぞれ以下のとおりと

なります。 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 

19,602円56銭 

１株当たり当期純利益 

2,184円39銭 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、新

株予約権を発行しておりま

すが、当社株式は非上場の

ため期中平均株価の把握が

できませんので記載してお

りません。 

１株当たり純資産額 

30,007円87銭 

１株当たり当期純利益 

       1,997円81銭 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 

1,635円82銭 
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前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

― 

（韓国における合弁会社設立） 

当社は韓国最大のPR 会社の一つであるKPR & ssociates, 

Inc.（以下KPR）と韓国におけるシニアマーケット専門の

ビジネスサポート会社を設立することを決定いたしました。 

（1）設立の目的 

韓国においては、日本よりやや遅れて高齢化が進展して

きており、その高齢化のスピードは日本より急激であると

言われています。また、韓国企業においても、今後急激な

拡大が予想されるシニアの消費者に対する対策が進み始め

ております。そのような状況下、当社は日本におけるシニ

アマーケットの専門機関としてのノウハウを活用し、韓国

におけるシニアマーケットの活性化を図る目的で、同国で

の共同事業展開に関する交渉を進めていたKPR と本合弁会

社を設立することといたしました。 

（2）合弁会社の概要 

①商号 シニアパートナーズ株式会社(Senior Partners  

Inc.) 

②所在地 大韓民国ソウル特別市中区奨忠洞１街31-７ 

③資本金 1,000 百万ウォン（約120 百万円） 

④出資比率 KPR 51% 当社 34%  

成炳哲（代表取締役予定者） 7.5% 

廉箕薫（代表取締役予定者） 7.5% 

⑤役員構成 金漢卿（KPR 会長）、辛聖仁（KPR 代表取締

役社長）、山崎伸治（当社代表取締役会長）、

成炳哲、廉箕薫 

⑥事業内容 シニアマーケット専門のビジネスサポート

事業並びにそれに関連する一切の事業 

⑦合弁契約日 平成18 年3 月14 日 

⑧設立時期 平成18 年3 月下旬～4 月上旬（予定） 

⑨営業開始予定日 平成18 年6 月上旬（予定） 

⑩売上高見込 79 百万円（初年度） 

⑪従業員数 6 名（初年度） 

(3)KPR & Associates, Inc.の概要 

①本社所在地 大韓民国ソウル特別市中区奨忠洞１街

31-７ 

②代表者名 辛聖仁 

③資本金 100 百万ウォン（約12 百万円） 

④設立年月日 平成元年9 月8 日 

⑤事業内容 PR、広告、市場調査、出版等 

⑥従業員数 60 名 

⑦当社との関係 特にございません 
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５．生産、受注及び販売の状況 

 

（1）生産実績 

該当事項はありません。 

 
（2）受注実績 

受注実績については、単一セグメントのため業務区分別に記載しております。 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月1日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月1日 
至 平成18年3月31日） 

業務区分 

受注高 
(千円) 

受注高 
(千円) 

前年同期比(％) 

 企業サポート業務 644,148 1,220,130 183.7 

コンシューマー業務 64,062 292,600 456.7 

合計 708,210 1,512,730 207.7 

 
(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

 
（3）販売実績 

販売実績については、単一セグメントのため業務区分別に記載しております。 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月1日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月1日 
至 平成18年3月31日） 業務区分 

販売高 
(千円) 

販売高 
(千円) 

前年同期比(％) 

 企業サポート業務 580,179 950,496 163.8 

コンシューマー業務 64,062 209,876 327.6 

合計 644,241 1,160,372 180.1 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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平成18年３月期        個別財務諸表の概要 

平成18年５月19日 

上場会社名  株式会社シニアコミュニケーション  上 場 取 引 所 東証マザーズ 

コード番号  ２４６３  本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.senior-com.co.jp/） 

代 表 者 役職名 代表取締役会長兼 CEO 氏名 山崎 伸治    

問合せ先責任者 役職名 取 締 役 副 社 長 兼 CFO 氏名 馬谷 尚利 ＴＥＬ （03）5414-6870 

決算取締役会開催日 平成18年５月19日 中間配当制度の有無 有  

中間配当支払開始日 平成―年―月―日 単元株制度採用の有無 無  
 
 

１．18年３月期の業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

(1) 経営成績                                  （百万円未満切捨） 
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

18年３月期 

17年３月期 

百万円 

1,150 

643 

％ 

（78.8） 

（―） 

百万円 

220 

109 

％ 

（102.6） 

（―） 

百万円 

217 

104 

％ 

（107.6） 

（―） 

 

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総  資  本 
経常利益率 

売  上  高 

経常利益率 

 

18年３月期 

17年３月期 

百万円 

95 

87 

％ 

（9.4） 

（―） 

円 

6,650 

7,109 

銭 

82 

89 

円 

5,445 

― 

銭 

72 

― 

％ 

 8.7 

15.1 

％ 

14.5 

12.7 

 ％ 

18.9 

16.3 
 
(注) 1. 期中平均株式数 18年３月期  14,312株 17年３月期  12,238株  

2. 会計処理の方法の変更   有 
3. 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年増減率 
4. 17 年３月は初めての財務情報の開示となるため、対前年増減率の記載は省略しております。 
5. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権を発行しておりますが、当社株式は H17年３

月末時点において、非上場のため期中平均株価の把握ができませんので記載しておりません。 

(2) 配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中間 期末 

配当金総額 

（年間） 
配当性向 

株 主 資 本 

配 当 率 

 

18年３月期 

17年３月期 

円 銭 

0  00 

0  00 

円 銭 

 0  00 

  0  00 

円 銭 

 0  00 

  0  00 

百万円 

― 

― 

％ 

― 

― 

％ 

― 

― 

(3) 財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 

18年３月期 

17年３月期 

百万円 

1,897 

1,103 

百万円 

1,351 

830 

％ 

71.2 

75.3 

円 

90,198 

59,294 

銭 

56 

13 
 
(注) 1. 期末発行済株式数 18年３月期 14,986株 17年３月期 14,006株 
 2. 期末自己株式数  18年３月期 ―株 17年３月期 ―株 

 

２．19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 
１株当たり年間配当金 

 売 上 高 経常利益 当期純利益 
中 間 期 末  

 

中 間 期 

通 期 

百万円 

715 

1,535 

百万円 

120 

325 

百万円 

68 

185 

円 銭 

0 00 

―  ― 

円 銭 

― ― 

0 00 

円 銭 

― ― 

0  00 
 

 (参考) １株当たり予想当期純利益（通期）   4,129円50銭 

※ 上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後のさ

まざまな不確定要因によって異なる結果となる可能性があることをご承知おきください。 
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１．個別財務諸表等 

（１）貸借対照表 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

増減 
区分 

注
記 
番
号 金額(千円) 

構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円） 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産         

 １ 現金及び預金   395,830   532,822   

 ２ 受取手形   399   －   

３ 売掛金   477,825   823,416   

 ４ 商品   －   4,332   

 ５ 製品   1,288   1,848   

６ 仕掛品   1,111   －   

 ７ 貯蔵品   355   830   

 ８ 前払費用   4,256   6,960   

 ９ 繰延税金資産   3,025   5,571   

 10 未収入金   22   109   

 11 その他   858   88   

   流動資産合計   884,975 80.2  1,375,980 72.5 491,004 

Ⅱ 固定資産         

 １ 有形固定資産         

  (1) 建物  49,432   49,581    

    減価償却累計額  2,115 47,317  6,515 43,065   

  (2) 車両運搬具  －   269    

    減価償却累計額  － －  36 232   

(3) 工具器具備品  16,555   25,361    

    減価償却累計額  7,548 9,006  12,233 13,128   

   有形固定資産合計   56,324 5.1  56,426 3.0 102 

 ２ 無形固定資産         

  (1) ソフトウェア   6,892   17,453   

  (2) 電話加入権   155   155   

   無形固定資産合計   7,048 0.6  17,609 0.9 10,561 

 ３ 投資その他の資産         

  (1) 投資有価証券   74,985   254,995   

 (2) 関係会社株式   54,400   99,558   

  (3) 出資金   100   10   

  (4) 長期前払費用   259   173   

(5) 敷金保証金   25,257   80,488   

  (6) 保険積立金   －   12,577   

   投資その他の資産合計   155,002 14.1  447,802 23.6 292,800 

   固定資産合計   218,374 19.8  521,838 27.5 303,463 

   資産合計   1,103,350 100.0  1,897,818 100.0 794,468 
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前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

増減 
 
区分 

注
記 
番
号 金額(千円) 

構成比 
(％) 

金額(千円） 
構成比 
(％) 

金額(千円） 

(負債の部)         

Ⅰ 流動負債         

 １ 買掛金   17,075   41,827   

 ２ 短期借入金   200,000   400,000   

 ３ 未払金   8,247   13,935   

 ４ 未払費用   10,951   7,714   

５ 未払法人税等   26,328   66,193   

 ６ 未払消費税等   8,010   13,323   

７ 前受金   －   40   

８ 預り金   2,263   3,068   

   流動負債合計   272,876 24.7  546,102 28.8 273,226 

   負債合計   272,876 24.7  546,102 28.8 273,226 

(資本の部)         

Ⅰ 資本金 ※1  421,283 38.2  604,543 31.8 183,260 

Ⅱ 資本剰余金         

１ 資本準備金   394,282   637,077   

   資本剰余金合計   394,282 35.7  637,077 33.6 242,795 

Ⅲ 利益剰余金         

１ 当期未処分利益   14,907   110,094   

   利益剰余金合計   14,907 1.4  110,094 5.8 95,187 

資本合計   830,473 75.3  1,351,715 71.2 521,242 

負債資本合計   1,103,350 100.0  1,897,818 100.0 794,468 
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（２）損益計算書 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

増減 
区分 

注
記 
番
号 金額(千円) 

百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円） 

Ⅰ 売上高   643,441 100.0  1,150,476 100.0 507,034 

Ⅱ 売上原価         

 １ 期首製品たな卸高  4,329   1,288    

 ２ 当期製品製造原価  251,545   630,919    

３ 当期商品仕入高  6,782   9,396    

 ４ 当期広告取扱仕入高  3,183   －    

   合計  265,840   641,604    

 ５ 期末製品たな卸高  1,288   1,848    

 ６ 期末商品たな卸高  － 264,552 41.1 4,332 635,423 55.2 370,870 

   売上総利益   378,889 58.9  515,053 44.8 136,163 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  269,809 41.9  294,081 25.6 24,271 

   営業利益   109,079 17.0  220,971 19.2 111,891 

Ⅳ 営業外収益         

 １ 受取利息  14   2    

 ２ 受取配当金  4   4    

 ３ 雑収入  860 879 0.1 357 363 0.0 △515 

Ⅴ 営業外費用         

 １ 支払利息  1,777   2,181    

 ２ 支払保証料  367   －    

 ３ 新株発行費  2,387   1,734    

 ４ 雑損失  754 5,287 0.8 74 3,991 0.3 △1,296 

   経常利益   104,671 16.3  217,343 18.9 112,672 

Ⅵ 特別利益         

 １ 固定資産売却益 ※2 31   －    

 ２ 還付消費税等  5,901 5,932 0.9 － － － △5,932 

Ⅶ 特別損失         

 １ 投資有価証券評価損  － － － 49,990 49,990 4.3 49,990 

   税引前当期純利益   110,604 17.2  167,353 14.6 56,749 

   法人税、住民税及び 
   事業税 

 23,057   74,712    

   法人税等調整額  538 23,595 3.7 △2,546 72,166 6.3 48,571 

   当期純利益   87,009 13.5  95,187 8.3 8,177 

   前期繰越利益又は 
前期繰越損失(△) 

  △72,101   14,907   

   当期未処分利益   14,907   110,094   
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（３）利益処分案 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

増減 
区分 

注
記 
番
号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   14,907  110,094 95,187 

Ⅱ 利益処分額   ―  － － 

Ⅲ 次期繰越利益   14,907  110,094 95,187 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及

び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 
    移動平均法による原価法を採用し

ております 

（2）その他有価証券 

  時価のあるもの 

    期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)を採用してお

ります。 

  時価のないもの 

  移動平均法による原価法を採

用しております。 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 

（2）その他有価証券 

  時価のあるもの 

   同左 

 

 

 

 

  時価のないもの 

 同左 

２ たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

(1) 製品、仕掛品 

  移動平均法による原価法を採用し

ております。 

(1) 商品、製品、仕掛品 

   同左 

 (2) 貯蔵品 

  最終仕入原価法を採用しておりま

す。 

(2) 貯蔵品 

   同左 

３ 固定資産の減価償却の

方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法を採用しております。ただし、

建物（建物附属設備を除く）につい

ては定額法を採用しております。 

  (少額減価償却資産) 

  取得価額が10万円以上20万円未満

の資産については、３年均等償却に

よっております。 

(1) 有形固定資産 

  同左 

 

 

  (少額減価償却資産) 

  同左 

   なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  建物      ３～18年 

  工具器具備品  ４～10年 

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  建物       ３～18年 

  車両         ３年 

  工具器具備品   ４～20年 

 (2) 無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用して

おります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

  定額法を採用しております。 

(3) 長期前払費用 

  同左 

４ 繰延資産の処理方法 新株発行費 

支出時に全額費用として処理してお

ります。 

新株発行費 

同左 

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

  売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。な

お、当期においては、引当金の計上は

ありません。 

貸倒引当金 

  同左 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

  同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

７ 収益及び費用の計上基準  コンサルティング関連プロジェクト及

びプロモーション関連プロジェクト(と

もに300万円以上のもの)については進行

基準を、300万円未満の案件及びその他

の案件については完了基準を適用してお

ります。 

 同左 

８ その他財務諸表作成のた 

めの基本となる重要な事 

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

 同左 

 

会計方針の変更 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

― 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当期より、「固定資産の減損に係る会計基準」(｢固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する意見書｣(企業会計審

議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)を適用しております。こ

れによる損益に与える影響はありません。 

 

注記事項 

(貸借対照表関係) 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 会社が発行する株式の総数  普通株式30,000株 

   発行済株式の総数      普通株式14,006株 

※１ 会社が発行する株式の総数  普通株式30,000株 

   発行済株式の総数      普通株式14,986株 

 
(損益計算書関係) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

役員報酬 69,294千円 

給与 57,378千円 

賞与 16,493千円 

法定福利費 15,193千円 

新聞図書費 547千円 

支払手数料 45,740千円 

減価償却費 4,418千円 
 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

役員報酬 85,994千円 

給与 44,300千円 

賞与 12,216千円 

法定福利費 13,080千円 

支払手数料 61,082千円 

減価償却費 4,755千円 
 

   おおよその割合 

販売費 4.0％ 

一般管理費 96.0％ 
 

   おおよその割合 

販売費 3.9％ 

一般管理費 96.1％ 
 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

  工具器具備品           31千円    

 

※２  

－ 
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(リース取引関係) 

当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 リース契約１件当たりのリース料総額が300万円を超えるリース物件がないため記載を省略しております。 

 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 リース契約１件当たりのリース料総額が300万円を超えるリース物件がないため記載を省略しております。 

 

  

(有価証券関係) 

当事業年度末（平成18年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

前事業年度末（平成17年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
 

 
(税効果会計関係) 

 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

未払事業税 2,858千円

たな卸資産 166千円

繰延税金資産合計 3,025千円

 繰延税金資産の純額 3,025千円
 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

未払事業税 5,571千円

 繰延税金資産合計 5,571千円

 繰延税金資産の純額 5,571千円
 

繰延税金資産は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれ

ております。 

 流動資産－繰延税金資産     3,025千円 

繰延税金資産は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれ

ております。 

 流動資産－繰延税金資産      5,571千円 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整） 

交際費の損金不算入額 1.7％

住民税均等割 0.3％

評価性引当額の増減 △21.2％

その他 △0.2％

税効果適用後の法人税等の 

負担率 
21.3％

 

法定実効税率 40.7％

（調整） 

交際費の損金不算入額 1.7％

住民税均等割 0.8％

その他 △0.1％

税効果適用後の法人税等の 

負担率 
43.1％
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(１株当たり情報) 

項目 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 59,294円13銭 90,198円56銭 

１株当たり当期純利益 7,109円89銭 6,650円82銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 
 
 
 
 
株式の分割 
 
 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、新株予約権を発行

しておりますが、当社株式は非上場

のため期中平均株価の把握ができま

せんので記載しておりません。 

当社は平成16年９月１日付で株式

１株につき４株の株式分割をおこな

っております。当該株式分割が前期

首におこなわれたと仮定した場合の

前事業年度における１株当たり情報

は、以下のとおりであります。 

5,445円72銭 

  

平成16年３月期 

１株当たり純資産額 

31,356円20銭 

１株当たり当期純利益 

 6,632円40銭 
 

 

 
(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

項目 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益   

 当期純利益(千円) 87,009 95,187 

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益(千円) 87,009 95,187 

普通株式の期中平均株式数(株) 12,238 14,312 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

 当期純利益調整額(千円) ― ― 

 普通株式増加数(株) ― 3,167 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権５種類（新株予約権の数

2,179個） 

 

― 
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(重要な後発事象) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

― 

(子会社との簡易合併) 

（1）合併の目的 

株式会社マチュアはシニアマーケット向けクリエイテ

ィブ・プロモーション関連事業の展開を目的に設立され

ましたが、当社グループの事業基盤の更なる強化並びに

効率化を図るため、同社を吸収合併し、事業を承継する

こととしたものであります。 

（2）合併の日程 

合併契約書承認取締役会 

 株式会社当社                     平成18年2月6日 

株式会社マチュア         平成18年2月6日 

合併契約書調印            平成18年2月6日 

合併契約書承認株主総会 

 当社    商法第413条ノ３（簡易合併）により省略 

株式会社マチュア            平成18年2月21日 

合併期日               平成18年4月１日 

（3）合併方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社マチ

ュアは解散します。 

（4）その他 

当社出資比率100％の子会社との合併であり、新株式

の発行及び合併交付金の支払は行いません。 

― 

（株式分割） 

平成18年２月15日開催の取締役会において、平成18年４

月１日付をもって、次のとおり１株を３株に分割すること

を決議いたしました。 

(1) 分割の方法 平成18年３月31日現在の株主名簿に記載

された株主の所有株式を、１株につき３

株の割合で分割する。 

(2) 分割により増加する株式数    普通株式29,972株 

(3) 配当起算日  平成18年４月１日 

 なお、この株式分割が前期首に行なわれたと仮定した場

合の１株当たり情報については、それぞれ以下のとおりと

なります。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 

19,764円71銭 

１株当たり当期純利益 

2,369円96銭 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、

新株予約権を発行しており

ますが、当社株式は非上場

かつ非登録のため期中平均

株価の把握ができませんの

で記載しておりません。 

１株当たり純資産額 

30,066円19銭 

１株当たり当期純利益 

           2,216円94銭 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 

1,815円24銭 
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前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

― 

（韓国における合弁会社設立） 

当社は韓国最大のPR 会社の一つであるKPR & ssociates, 

Inc.（以下KPR）と韓国におけるシニアマーケット専門の

ビジネスサポート会社を設立することを決定いたしました。 

（1）設立の目的 

韓国においては、日本よりやや遅れて高齢化が進展して

きており、その高齢化のスピードは日本より急激であると

言われています。また、韓国企業においても、今後急激な

拡大が予想されるシニアの消費者に対する対策が進み始め

ております。そのような状況下、当社は日本におけるシニ

アマーケットの専門機関としてのノウハウを活用し、韓国

におけるシニアマーケットの活性化を図る目的で、同国で

の共同事業展開に関する交渉を進めていたKPR と本合弁会

社を設立することといたしました。 

（2）合弁会社の概要 

①商号 シニアパートナーズ株式会社(Senior Partners  

Inc.) 

②所在地 大韓民国ソウル特別市中区奨忠洞１街31-７ 

③資本金 1,000 百万ウォン（約120 百万円） 

④出資比率 KPR 51% 当社 34%  

成炳哲（代表取締役予定者） 7.5% 

廉箕薫（代表取締役予定者） 7.5% 

⑤役員構成 金漢卿（KPR 会長）、辛聖仁（KPR 代表取締

役社長）、山崎伸治（当社代表取締役会長）、

成炳哲、廉箕薫 

⑥事業内容 シニアマーケット専門のビジネスサポート

事業並びにそれに関連する一切の事業 

⑦合弁契約日 平成18 年3 月14 日 

⑧設立時期 平成18 年3 月下旬～4 月上旬（予定） 

⑨営業開始予定日 平成18 年6 月上旬（予定） 

⑩売上高見込 79 百万円（初年度） 

⑪従業員数 6 名（初年度） 

(3)KPR & Associates, Inc.の概要 

①本社所在地 大韓民国ソウル特別市中区奨忠洞１街

31-７ 

②代表者名 辛聖仁 

③資本金 100 百万ウォン（約12 百万円） 

④設立年月日 平成元年9 月8 日 

⑤事業内容 PR、広告、市場調査、出版等 

⑥従業員数 60 名 

⑦当社との関係 特にございません 
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２．役員の異動 
 （1）代表者の異動 

 該当事項ありません。 

 

（2）その他の役員の異動 

   

（平成18年６月29日付予定） 

   （新任取締役候補） 

取締役 小木曽 大志 

 

（ご参考） 

 

 氏名 生年月日 略歴 

平成14年2月 当社入社 

平成15年7月 当社コンサルティングチームマネージャー 

平成16年１月 当社執行役員 

平成18年１月 当社執行役員兼クライアントサポート 

事業本部本部長            

現在に至る 

 
 

 

取締役 

 

 

小木曽 大志 

 
 
 

昭和50年5月17日 

 

 

 

３．その他 
該当事項ありません。 
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